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１ 趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号。以下「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによ

る利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行

い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反

映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを

目指すものである。 
上記を踏まえ、原子力規制委員会原子力規制庁（以下「原子力規制庁」という。）は公

共サービス改革基本方針（平成 26 年 7 月 11 日閣議決定）別表において民間競争入札の

対象として選定された茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務（以

下「本業務」という。）について、公共サービス改革基本方針に従って、本実施要項を定

めるものとする。 
 
２ 対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

(1) 対象公共サービスの詳細な内容 

ア 対象施設の概要 

(ｱ) 名称及び住所 

ａ 名称：茨城県原子力オフサイトセンター  

ｂ 住所：茨城県ひたちなか市西十三奉行 11601-12 

(ｲ) 施設の使用目的等 

ａ オフサイトセンターは、実用炉等において緊急事態が発生した場合に、国、都道

府県、市町村等の関係者が一同に会し、関係機関間において情報を共有し、指揮の

調整を図るための現地の拠点施設で、国によってあらかじめ指定され、原子力施設

立地地点の近くにある。 

ｂ 原子力緊急時以外は原子力防災専門官が常駐し、緊急時においては国及び自治体

の現地派遣要員が参集する。 

(ｳ) 施設の設備 

ａ テレビ会議システム、電話・ファクシミリ装置（人工衛星を利用したものを含む。）、

その他の通信設備と通信回線が複数設置されている。 

ｂ 統合原子力防災ネットワークシステムにより、設備は原子力規制庁の緊急時対策

センター等と接続されている。 

ｃ 原子力防災専門官が使用する緊急車両に指定された防災対策車が１台、配備され

ている。 

ｄ 別紙第７「オフサイトセンター設備の全体概要」参照。 
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イ 業務の目的と業務内容 

(ｱ) 本業務の目的 

実用炉等において緊急事態が発生した場合、災害対策を迅速かつ的確に実施でき

るようにするため、平時から原子力規制庁が整備したオフサイトセンター内の通信

設備等を点検し、設備の維持管理を実施する。 
(ｲ) 業務内容 

ａ 業務全般 

平時に実施する業務は、通信設備等の月例点検、不具合手続対応等及び調査・立

会業務とする。その他、必要な時に緊急時支援及び地震発生時の設備点検を実施す

る。 
ｂ 通信設備等の月例点検 

(a) オフサイトセンターに整備されている各設備の員数確認、清掃、起動確認等の

月例点検（各種法令に基づく定期点検を含む。）を別紙第５「仕様書」に示す要領

で月１回実施する。（年１回は原子力規制庁の立会いの下で点検を実施する。） 

(b) 消耗品の在庫管理を実施して不足が生じないよう適正な予備品を保有しておく。

消耗品は別途、原子力規制庁から支給する。 

(c) 防災対策車をいかなる際にも使用できるよう、動作確認や燃料の確認を行う。 

受注者が車両を運行し事故を起こした場合は、受注者が責任を持って対処する

こと。ただし、車両を運行しない場合はこの限りではない。 

ｃ 不具合手続対応等 

(a) オフサイトセンターに整備されている通信設備等に不具合が発生した時に、不

具合の調査・点検・調整等を実施するとともに、修理完了後の復旧確認を行う。 

(b) 設備不具合発生時に、原子力規制庁からの連絡後２時間以内にオフサイトセン

ターに参集できること。ただし、連絡が平日１７時以降、土日祝日（「国民の祝日

に関する法律」（昭和 23年 7月 20 日法律第 178 号）第３条第２項に規定する「国

民の祝日」が日曜日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い「国民

の祝日」でない日及び同第３項に規定するその前日及び翌日が「国民の祝日」で

ある日（「国民の祝日」でない日に限る。）を含む。）及び年末年始（12 月 29 日～

翌年１月３日までの間）の場合は翌営業日の営業開始時間から２時間以内にオフ

サイトセンターに参集できること。 

(c) 原子力規制庁が別途指示する「不具合管理票」を作成し報告する。 

(d) 原子力規制庁が別途指示する「不具合管理調査表」を作成し、常に不具合対応

の進捗状況を把握するとともに、原子力規制庁が別途指示する日までに提出する。 

(e) 不具合手続対応の結果、修理が必要となった場合の修理業務は、本業務の対象

外とする。 

(f) 不具合手続対応の結果、修理等が必要になった場合は、別途業者が実施する不

具合修理実施後、設備の点検を実施し、正常な状態であることを確認する。 
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ｄ 調査・立会業務 

原子力規制庁と実施時期を協議のうえ、以下の業務を実施する。 
(a) オフサイトセンターの計画停電に伴う設備停止及び起動業務を年１回実施する。 

(b) 一斉招集システムのデータベース更新等を年１回実施する。 

 

ｅ 緊急時支援（別途清算） 

実用炉等において緊急事態が発生した場合及び、大規模地震等が発生して、緊急

にオフサイトセンターの設備立ち上げ及び設備運用支援の要請が原子力規制庁や原

子力防災専門官からあった場合に、交通機関等の障害がない限り、２時間以内に少

なくともＴＶ会議システム等を立ち上げることの可能な緊急時支援要員５名以上が

参集し、原子力防災専門官等の指示のもと、迅速なオフサイトセンターの設備立ち

上げ及び設備運用に関する支援を実施する。 
ｆ 地震発生時の設備点検（別途清算） 

(a) 次項に定める気象庁発表の緊急地震速報で用いる府県予報区の名称地域におい

て「震度５弱以上（気象庁発表）」且つ気象庁発表の緊急地震速報や震度速報で用

いる区域の名称地域において「震度５弱以上(気象庁発表)」の地震が発生した場

合、原子力規制事務所の原子力防災専門官等に確認し指示に従いオフサイトセン

ター設備の健全性の点検確認を速やかに実施してその結果を原子力規制庁に報告

する。 

ただし、地震発生から３０分以上当該原子力規制事務所の原子力防災専門官等

に連絡がとれない場合は、指示を待たずに点検を行うこと。 

(b) 気象庁発表の緊急地震速報で用いる府県予報区の名称 

茨城県北部、茨城県南部 
(c) 気象庁発表の緊急地震速報や震度速報で用いる区域の名称 

ひたちなか市､那珂市､水戸市､東茨城郡(大洗町)､那珂郡(東海村) 
東茨城郡(茨城町)、常陸太田市、日立市、鉾田市 

(ｳ) 業務の引継ぎ 

ａ 用語の定義 

(a) 現行の受注者：今現在請負っている業者 

(b) 受注者：本実施要項に基づく入札で落札した業者 

(c) 次回の受注者：本実施要項に基づく受注者の契約終了後の入札で落札した業者 

ｂ 現行の受注者からの引継ぎ 

原子力規制庁は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行の受注者及び受注者

に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務を新たに実施することとなった受注者は、本業務の開始までに、業務内容

を明らかにした書類等により、現行の事業者から業務の引継ぎを受けるものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、現行の受注者の負担となる。 
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ｃ 本業務終了の際に受注者の変更が生じた場合の引継ぎ 

原子力規制庁は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、受注者及び次回の受注者

に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

本業務の終了に伴い受注者が変更になる場合には、受注者は次回の受注者の当該

業務の開始日までに、業務内容を明らかにした書類により、次回の受注者に対し、

引継ぎを行うものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、受注者の負担となる。 

ｄ 原子力規制庁からの貸与物件 

平成２８年度 業務報告書 

(2) 確保されるべき質 

本業務を実施するに当たり、達成すべき事業の質は以下のとおりとする。 
ア 本業務の質 

本業務の仕様書に記載されている内容を確実に実施すること。 

基本的な方針 主要事項 測定指標 

管理・運用業務を通

じて、オフサイトセ

ンター設備の維持管

理が継続されるとと

もに、円滑な使用を

可能とすること 

設備の維持

管理の継続

性 

実用炉等において緊急事態が発生した場合及

び大規模地震等が発生した場合に、実施担当者や

原子力規制事務所の原子力防災専門官から要請

があり、交通機関等の支障がない限り、２時間以

内に５名が参集し、ＴＶ会議システム等の立ち上

げを実施できたこと。 

指定地域の震度５弱以上の地震発生時に原子

力規制事務所の原子力防災専門官の指示に基づ

き設備の健全性の点検確認が実施できているこ

と。 

別紙第６「原子力災害対策時の維持管理会社参

集者の助勢技術レベル」に示す習熟度レベルにあ

る人員数が規制庁が実施する月例点検において

確保されていること。 

設備不具合発生時に、原子力規制庁からの連絡

後２時間以内にオフサイトセンターに参集でき

ること。ただし、連絡が平日１７時以降、土日祝

日（２(1)イ(ｲ)ｃ(b)項の土日祝日の括弧内に記

述する日を含む。）及び年末年始（12月 29 日～翌

年１月３日までの間）の場合は翌営業日の営業開

始時間から２時間以内にオフサイトセンターに

参集できること。 

イ 確保すべき水準 

次に整理する要求水準を確保すること。なお、各業務における現行基準は、従来の

実施方法として下記７項で開示する情報に定める内容とする。ただし、従来の実施方

法については、改善提案を行うことができる。  
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(ｱ) 通信設備の月例点検 

別紙第５「仕様書」のうち、設備点検仕様書に示された点検内容を、毎月確実に

実施すること。 

(ｲ) 不具合手続対応等 

前項、通信設備の月例点検設備時等において不具合を発見した場合又は原子力規

制庁からの不具合対応を指示した場合は、別に示す不具合管理票により遅滞なく原

子力規制庁に状況を報告すること。 
(ｳ) 調査・立会業務 

オフサイトセンターの計画停電に伴う設備停止及び起動業務及び一斉招集シス

テムのデータベース更新等を年１回実施し、設備維持を行うこと。 
(3) 創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するに当たっては、以下の観点から法令に反しない限り受注者の創意

工夫を反映し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費の

削減等）に努めるものとする。 
ア 本業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

受注者は、本業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組むべき事項等の提案

を行うこととする。 
イ 従来の実施方法に対する改善提案 

受注者は、各業務の現行基準として示す従来の実施方式に対し、改善すべき提案（コ

スト削減に係る提案を含む）がある場合は、具体的な方法等を示すとともに、現行基

準レベルの質が確保できる根拠等を提案すること。 
(4) 支払方法 

ア 契約の形態 

契約の形態は請負契約とする。 
イ 契約金額の支払方法 

(ｱ) 受注者は、各月の業務が完了したときは、直ちに９(1)イ(ｳ)項に示す月例報告書

をもってその旨を原子力規制庁に通知する。原子力規制庁は納入品及びその内容に

ついて９(1)エ項に示す実施責任者が指名した者が、別紙第５「仕様書」に定めたと

おりの作業が行われたことを確認した後、各月ごとに所定の金額を支払う。 

なお、適正な業務がなされていない場合には、原子力規制庁は受注者に対し、再

度業務を行うよう指示するとともに、業務の改善策の作成・提出を求めるものとす

る。業務の適正かつ確実な実施が確認できない限り支払は行わない。 
(ｲ) 受注者は、各月ごとの業務完了後、支払請求書を原子力規制庁に提出し、原子力

規制庁は、適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に対価を受注者に支払う

ものとする。 

(ｳ) 原子力規制庁が前条の約定期間内に対価を支払わない場合には、遅延利息として

約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し
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財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を支払うものとする。 

(5) 費用負担等に関するその他の留意事項 
ア 消耗品 

(ｱ) 本業務を行う上で受注者が使用する(ｲ)項に定める消耗品については、原子力規制

庁の負担とし、受注者からの請求に応じ支給するものとする。 

(ｲ) 本業務を行う上で支給する消耗品 

ａ カラープリンタ用トナーカートリッジ 

ｂ 広幅複写機用トナーカートリッジ 

ｃ リモコン等の電池 

ｄ 点検に必要な用紙 

イ 光熱水費 

原子力規制庁は、受注者が本業務を実施するのに必要な電気・水の使用を無償とす

る。 
ウ 法令変更による増加費用及び損害の負担 

法令の変更により受注者に生じた合理的な増加費用及び損害は、以下の(ｱ)から(ｳ)ま
でのいずれかに該当する場合には原子力規制庁が負担し、それ以外の法令変更につい

ては受注者が負担する。 
(ｱ) 本業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変更及び税制度の新設。 

(ｲ) 消費税その他類似の税制度の新設・変更。（税率の変更含む。） 

(ｳ) 上記(ｱ)、(ｲ)のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の新

設・変更。（税率の変更を含む。） 

エ 「緊急時支援」及び「地震発生時の設備点検」において別途清算する費用は、契約

時の人件費単価に基づき、原子力規制庁と受注者との間で協議の上、緊急時清算単価

表を作成して契約し、この緊急時清算単価表により清算するものとする。 

(6) 契約担当官等の所属する部局の名称 

支出負担行為担当官 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 

 

３ 実施期間に関する事項 

本業務の実施期間は、平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日までとする。 

 
４ 入札参加資格に関する事項 

(1) 法第 15 条において準用する法第 10 条各号（第 11号を除く）に該当するものでない

こと。 

(2) 予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165 号。以下「予決令」という。）第 70 条の

規定に該当しない者であること。（なお、未成年者又は被補助人であって、契約締結の

ために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。） 

(3) 予決令第 71 条の規定に該当しないこと。 
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(4) 原子力規制庁における役務等契約に係る指名停止を受けている期間中の者でないこ

と。 

(5) 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

(6) 労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

(7) 単独で業務を担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体（当該業務を共

同して行うことを目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以下同

じ。）として参加することができる。その場合、入札書類提出時までに共同事業体を結

成し、代表企業及び代表者を定め、他の者は構成企業として参加するものとする。ま

た、共同事業体の構成企業は、他の共同事業体の構成企業になること又は単独で入札

に参加することはできない。なお、共同事業体で入札に参加する場合は、共同事業体

結成に関する協定書又はこれに類する書類を作成すること。 

(8) 本業務の実施に当たり必要な入札参加資格 

以下の条件を満たすことを証明する適合証明書を作成して別途定める期限内に原子

力規制庁に提出し、原子力規制庁における審査の結果、合格と判断したものに交付さ

れる証明書を提出するもの。 

ア 平成２８・２９・３０年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ、競争参加資格を有する者

であること。 

イ 本作業の品質管理に関する要求事項は以下のとおりである。これらの事項を満たす

ことを説明すること。 

(ｱ) 本業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されていること。 

・作業実施部署は品質管理部署と独立していること。 

・作業実施体制が明確となっていること。（実施責任者と品質管理責任者は兼務しな 

いこと。） 
(ｲ) 品質管理の具体的な方策 

本業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的な作業に関す

る方法（チェック時期及びチェック内容）が明確にされていること。 

ウ 営業時間内において、設備不具合発生時に連絡後２時間以内にオフサイトセンター

へ参集できる場所に勤務場所があること。ここでいう勤務場所とは、不具合対応に当

たる要員が通常勤務している事務所等のことをいう。 

エ 原子力施設の事故、大規模地震等発生時に、交通機関等の障害がない限り、発生後

から２時間以内に少なくとも TV 会議システム等を立ち上げることが可能な緊急時支

援要員５名以上が参集できること。 

オ 共同事業体を構成する場合は、共同事業体結成に関する協定書等を提出すること。 

カ 原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履

行が確保されていること。 
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キ 本業務の実施に当たり、その一部について委任又は下請負を行う場合は以下の書類

を提出すること。 

(ｱ) 委任又は下請負先の住所・名称 

(ｲ) 委任又は下請負先に委託する業務の範囲 

(ｳ) 委任又は下請負を行うことの合理性及び必要性 

(ｴ) 委任又は下請負先の業務履行能力及び報告徴収その他業務管理の方法 

ク 記述書式等については別紙第１「適合証明書記述様式」を参照すること。 

 
５ 入札に参加する者の募集に関する事項 

(1) 入札に係るスケジュール 

ア 入札公告  ：平成２８年１２月下旬ころ 

イ 入札説明会 ：平成２９年１月中旬ころ 

ウ 質問受付期限 ：平成２９年１月下旬ころ 

エ 適合証明書提出期限：平成２９年２月上旬ころ 

オ 適合証明書の審査 ：平成２９年２月中旬ころ 

カ 入札・開札 ：平成２９年２月下旬ころ 

キ 契約締結  ：平成２９年４月１日 

(2) 入札実施手続 

ア 入札説明後の質問受付 

入札公告以降、本実施要項の内容や入札に係る事項について、入札説明会後に、入

札公告で定める期限までの間、原子力規制庁に対して質問を行うことができる。質問

は原則として電子メールにより行い、質問内容及び原子力規制庁からの回答は原則と

して入札説明会参加者及び質問者の全ての者に公開することとする。 
ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場

合には、質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮する。 
イ 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を別

に定める入札説明書に記載された期日と方法により、原子力規制庁まで提出すること。 
(ｱ) 入札書 

入札金額（入札参加者が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、契約期間内全ての本業務に対する報酬総額の 108 分の 100
に相当する金額）を記した書類。 

(ｲ) 適合証明書 

別紙第１「適合証明書記述様式」に示す、本業務実施に当たり受注者の資格等の

基準を満たすことを証明する書類。 
ウ 開札に当たっての留意事項 

別紙第２「原子力規制委員会原子力規制庁入札心得」による。 
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６ 落札者を決定するための評価の基準その他の落札者の決定の決定に関する事項 

本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は最低価格落札方式によるもの

とする。 
(1) 落札者を決定するための評価の基準 

入札において最低価格を提示したものとする。 
(2) 落札者の決定及び初回の入札で落札者が決定しなかった場合の措置 

別紙第２「原子力規制委員会原子力規制庁入札心得」による。 
 
７ 入札対象事業に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

(1) 開示情報 

本業務に関して以下の情報は、別紙第３「従来の実施状況に関する情報の開示」の

通り開示する。 
ア 従来の実施に要した経費 

イ 従来の実施に要した人員 

ウ 従来の実施に要した施設及び設備 

エ 従来の実施における目的の達成の程度 

オ 従来の実施方法等 

(2) 資料の閲覧 

ア 前項オ「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定の者か

ら要望があった場合、所定の手続きを踏まえた上で閲覧可能とする。 

イ 民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料の開示について要望があった場合

は、原子力規制庁は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対応するように努め

るものとする。 

 
８ 本業務の受注者に使用させることができる国の物品に関する事項 

(1) 使用施設 

２(1)ア項に定める対象施設 
(2) 使用財産等 

本業務受注者が使用できる国の物品は、別紙第４「資産リスト」のとおり。 

 

９ 本業務の受注者が、業務を実施するに当たり、原子力規制庁に対して報告すべき事項、

秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他の本業務の適性かつ確実な実施の確保

のために本業務受注者が講ずべき措置に関する事項 

(1) 受注者が原子力規制庁に対して報告すべき事項 

ア 計画書等の作成と提出 

(ｱ) 受注者は各年度の業務開始日までに実施体制表（情報セキュリティ対策とその実

施方法及び管理体制を含む）、年間作業計画書及び保守点検施行要領書を作成し、原
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子力規制庁に提出すること。 

(ｲ) 受注者は、毎月の業務開始日までに月例点検の詳細日程を示した月間作業計画書

を作成し、原子力規制庁に提出すること。 

(ｳ) 受注者は、作業日の１週間前までに作業期間、作業内容及び作業者名等を記した

作業届を作成し、原子力規制庁に提出すること。 

イ 報告書の作成と提出 

(ｱ) 受注者は、不具合発生時に不具合内容を記した不具合管理票を作成し、原子力規

制庁に提出すること。 

(ｲ) 受注者は、翌月別途原子力規制庁の指定する日までに該当月の不具合対応の進捗

状況を記載した不具合管理調査表を作成し、原子力規制庁に提出すること。 

(ｳ) 受注者は、毎月の作業終了翌月の１０日までに、月例点検等の作業内容を記載し

た月例報告書を作成し、原子力規制庁に提出すること。ただし、各年度の３月分の

月例報告書は、当該年度の３月末までに提出すること。 

(ｴ) 受注者は、各年度末までに、契約で定めた業務内容に対する業務報告書（本業務

で実施した情報セキュリティ対策の報告を含む）を作成し、原子力規制庁に提出す

ること。 

ウ 各計画書等及び報告書の記載方法については仕様書を参照すること。 

エ 国の検査・監督体制 

(ｱ) 受注者は、原子力規制庁が定める監督職員の指示に従うとともに、その職務に協

力しなければならない。 

(ｲ) 受注者からの報告を受けるに当たり、国の検査・監督体制は次のとおりとする。 

ａ 実施責任者 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ原子力災害対策・核

物質防護課長 
ｂ 実施担当者 

実施責任者が指定する者。 

ｃ 検収員 

本契約に係る監督は、契約担当官等が、自ら又は補助者に命じて、立会い、指示

その他の適切な方法によって行うものとする。 

(ｳ) 原子力規制庁は、いつでも受注者に対し契約上の義務の履行に関し報告を求める

ことができ、また必要がある場合には、受注者の事務所等において契約上の義務の

履行状況を調査することができる。 

(2) 原子力規制庁による調査への協力 

原子力規制庁は、受注者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると

認めるときは、受注者に対し、本業務の状況に関し必要な報告を求め、又は受注者の

事務所等（又は業務実施場所）に立ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の

物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 
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立入検査をする原子力規制庁の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26
条１項に基づくものであることを受注者に明示するとともに、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者に提示するものとする。 
(3) 指示 

業務実施期間中の原子力規制庁からの連絡や指示については以下の者が担当する。 
ア 実施担当者 

イ 本業務実施場所となるオフサイトセンターを管轄する原子力規制庁原子力規制事務

所に所属する原子力防災専門官等。 

(4) 秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

ア 受注者は、本業務による作業の一切について秘密の保持に留意し、漏えい防止の責

任を負うものとする。 

イ 受注者は、本契約終了後においても前項の責任を負うものとする。 

ウ 受注者は、本業務に関して原子力規制庁が開示した情報等（公知の事実等を除く。）

及び業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、

そのための必要な措置を講ずること。受注者（その者が法人である場合にあっては、

その役員）若しくはその職員、その他の本業務に従事している者又は従事していた者

は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏ら

し、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰則の規定がある。 

エ 受注者は、下記の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

(ｱ) 受注者は、本業務の開始時に、本業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方

法及び管理体制について実施担当者に書面で提出すること。 

(ｲ) 受注者は、実施担当者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性

の格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。また、本業務において

受注者が作成する情報については、実施担当者からの指示に応じて適切に取り扱う

こと。 

(ｳ) 受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリ

ティ対策の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において本業務に係る情報セ

キュリティ事故が発生したときは、必要に応じて実施担当者の行う情報セキュリテ

ィ対策に関する監査を受け入れること。 

(ｴ) 受注者は、実施担当者から提供された要機密情報が業務終了等により不要になっ

た場合には、確実に返却し又は廃棄すること。また、本業務において受注者が作成

した情報についても、実施担当者からの指示に応じて適切に廃棄すること。 

(ｵ) 受注者は、本業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を原子力

規制庁に報告すること。 

(ｶ) その他、原子力規制庁情報セキュリティポリシーによる。 

（https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf） 
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(5) 契約に基づき受注者が講ずべき措置 

ア 業務の開始及び中止 

(ｱ) 業務の開始 

受注者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始し

なければならない。 
(ｲ) 業務の中止 

受注者は、やむを得ない理由により、本業務を中止しようとするときは、あらか

じめ原子力規制庁の承認を受けなければならない。 
イ 金品等の授受の禁止 

受注者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはならな

い。 
ウ 宣伝行為の禁止 

受注者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが行う業務の宣

伝を行ってはならない。 
受注者及び本業務に従事する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対し誤

解を与えるような行為をしてはならない。 
エ 法令の遵守 

受注者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくてはな

らない。 
オ 安全衛生 

受注者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任

者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 
カ 記録・帳簿書類等 

受注者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、本事業を終

了した日又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければな

らない。 
キ 権利の譲渡 

(ｱ) 受注者は、本契約によって生じる権利の全部又は一部を原子力規制庁の承諾を得

ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会、資産

の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定

目的会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の３

に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。 

(ｲ) 受注者が本契約により行うこととされたすべての給付を完了する前に、前項ただ

し書に基づいて債権の譲渡を行い、原子力規制庁に対して民法（明治２９年法律第

８９号）第４６７条又は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関

する法律（平成１０年法律第１０４号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第

２項に規定する通知又は承諾の依頼を行った場合、原子力規制庁は次の各号に掲げ
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る事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲げる異議を留めるものとする。ま

た、受注者から債権を譲り受けた者（以下「譲受人」という。）が原子力規制庁に対

して債権譲渡特例法第４条第２項に規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権

譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の依頼を行った場合についても同様とする。 

ａ 原子力規制庁は、承諾の時において本契約上受注者に対して有する一切の抗弁に

ついて保留すること。 

ｂ 譲受人は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの質

権の設定その他債権の帰属並びに行使を害すべきことを行わないこと。 

ｃ 原子力規制庁は、受注者による債権譲渡後も、受注者との協議のみにより、納地

の変更、契約金額の変更その他契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受

人は異議を申し立てないものとし、当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に

影響が及ぶ場合の対応については、もっぱら受注者と譲受人の間の協議により決定

されなければならないこと。 

(ｳ) (ｱ)項ただし書に基づいて受注者が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、

原子力規制庁が行う弁済の効力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５

号）第４２条の２の規定に基づき、原子力規制庁が同令第１条第３号に規定するセ

ンター支出官に対して支出の決定の通知を行ったときに生ずるものとする。 

ク 権利義務の帰属等 

(ｱ) 受注者は、特許権その他第三者の権利の対象になっているものを使用するときは、

その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

(ｲ) 受注者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、原子力規

制庁の承認を受けなければならない。 

(ｳ) 受注者は、本契約の名称、契約金額並びに受注者の商号又は名称及び住所等が公

表されることに同意するものとする。 

ケ 契約によらない自らの事業の禁止 

受注者は、本業務の対象施設において、原子力規制庁の許可を得ることなく自ら行

う事業又は原子力規制庁以外の者との契約（原子力規制庁との契約に基づく事業を除

く。）に基づき実施する事業を行ってはならない。 
コ 個人情報の取扱い 

(ｱ) 受注者は、本業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は原子力規制庁

以外の者との契約（本業務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基

づき実施する事業に用いてはならない。 

(ｲ) 受注者は、原子力規制庁から預託を受けた個人情報（生存する個人に関する情報

であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された

番号、記号その他の符号により当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別

できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個人を識別で

きるものを含む。）をいう。以下同じ。）については、善良なる管理者の注意をもっ
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て取り扱う義務を負うものとする。 

(ｳ) 受注者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に原子力規制

庁の承認を得た場合は、この限りでない。 

ａ 原子力規制庁から預託を受けた個人情報を第三者（サ(ｶ)項に定める下請負人を含

む。）に預託若しくは提供し、又はその内容を知らせること。 
ｂ 原子力規制庁から預託を受けた個人情報について、この契約の目的の範囲を超え

て使用し、複製し、又は改変すること。 
(ｴ) 受注者は、原子力規制庁から預託を受けた個人情報の漏えい、滅失、き損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
(ｵ) 原子力規制庁は、必要があると認めるときは、所属の職員に、受注者の事務所、

等において、原子力規制庁が預託した個人情報の管理が適切に行われているか等に

ついて調査をさせ、受注者に対し必要な指示をさせることができる。 

(ｶ) 受注者は、原子力規制庁から預託を受けた個人情報を、本契約終了後、又は解除

後速やかに原子力規制庁に返還するものとする。ただし、原子力規制庁が別に指示

したときは、その指示によるものとする。 

(ｷ) 受注者は、原子力規制庁から預託を受けた個人情報について漏えい、滅失、き損、

その他本条に係る違反等が発生したときは、原子力規制庁に速やかに報告し、その

指示に従わなければならない。 

(ｸ) (ｲ)項及び(ｳ)項の規定については、本契約終了後、又は解除した後であっても、

なおその効力を有するものとする。 

サ 委任又は下請負の取扱い 

(ｱ) 受注者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して第三者に委任し、又は下

請負を行わせてはならない。ただし、その一部について第三者に委任し、又は下請

負を行う場合には、書面により原子力規制庁の承認を受けなければならない。なお、

その場合、受注者は、この契約を遵守するために必要な事項について、委任又は下

請負先と書面で約定しなければならない。 

(ｲ) 受注者は、本業務の実施に当たり、その一部について委任又は下請負を行う場合

は、原則としてあらかじめ適合証明書において、委任又は下請負に関する事項（委

任又は下請負先の住所・名称、委任又は下請負先に委託する業務の範囲、委任又は

下請負を行うことの合理性及び必要性、委任又は下請負先の業務履行能力並びに報

告徴収その他業務管理の方法）について記載しなければならない。 

(ｳ) 受注者は、本契約締結後やむを得ない事情によりその一部について委任又は下請

負を行う場合には、委任又は下請負に関する事項を明らかにした上で書面により原

子力規制庁の承認を受けなければならない。 

(ｴ) 受注者は、上記(ｲ)及び(ｳ)項により委任又は下請負を行う場合には委任又は下請

負先から必要な報告を徴収することとする。 

(ｵ) 委任又は下請負先は、上記の９(4)項「秘密を適正に取り扱うために必要な措置」
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及び９(5)項「契約に基づき受注者が講ずべき措置」のイからコ項までに掲げる事項

については受注者と同様の義務を負うものとする。 

(ｶ) 受注者が委任又は下請負先に業務を実施させる場合は、全て受注者の責任におい

て行うものとし、委任又は下請負先の責めに帰すべき事由については、受注者の責

めに帰すべき事由とみなして、受注者が責任を負うものとする。本項に基づく受注

者の責任は本業務終了後も有効に存続する。 

(ｷ) 受注者は、本業務に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、

すべての下請負人を含む。）及び再委任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）

並びに自己、下請負人又は再委任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契

約を締結する場合の当該第三者をいう。以下同じ。）がセ(ｸ)項に規定する要件に該

当する解除対象者(以下解除対象者という。)であることが判明したときは、直ちに

当該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し解除対象者との契約を解

除させるようにしなければならない。 

シ 契約内容の変更 

受注者及び原子力規制庁は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得な

い事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出

し、それぞれの相手方の承認を受けるとともに、法第 21 条の規定に基づく手続きを適

切に行わなければならない。 
ス 設備更新等の際における受注者への措置 

原子力規制庁は、次のいずれかに該当するときは、受注者にその旨を通知するとと

もに、受注者と協議の上、契約を変更することができる。 
(ｱ) 設備を更新、撤去又は新設するとき。 

(ｲ) 法令改正、設備の管理水準の見直し等により業務内容に変更が生じるとき。 

セ 契約解除 

原子力規制庁は、受注者が次のいずれかに該当するときは、催告を要さず本契約を

直ちに解除することができる。 
(ｱ) 偽りその他不正行為により落札者となったとき。 

(ｲ)  法第 14条第２項第３号若しくは法第 15 条において準用する法第 10条の規定（第

11 号を除く）により民間競争入札に参加するものに必要な資格の要件を満たさなく

なったとき。 

(ｳ) 受注者が天災その他不可抗力の原因によらないで、本契約に従って本業務を実施

できなかったとき、又はこれを実施することができないことが明らかになり、原子

力規制庁がこれを認めたとき。 

(ｴ) 上記(ｳ)に掲げる場合のほか、本契約において定められた事項について重大な違反

があったとき。 

(ｵ) 法律又は本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし
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たとき。 

(ｶ) 法令又は本契約に基づく指示に違反したとき。 

(ｷ) 受注者又はその他の本業務に従事する者が、法令又は本契約に違反して、本業務

の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 

(ｸ) 別紙第２「原子力規制委員会原子力規制庁入札心得」の（別記）「暴力団排除に関

する誓約事項」１(1)「契約の相手方として不適当な者」に該当すると認められると

き。 

(ｹ) 原子力規制庁は、受注者が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約

し、若しくは下請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の

規定に反して当該下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約

を解除させるための措置を講じないとき。 

(ｺ) 受注者が正当な事由なく解約を申し出たとき。 

(ｻ) 本業務の履行に関し、受注者又はその使用人等に不正の行為があったとき。 

(ｼ) 談合等の不正行為 

ａ 本契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定

に違反する行為を行ったことにより、次の(a)項から(c)項までのいずれかに該当す

ることとなったとき。 

(a) 独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき。 

(b) 独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき。 

(c) 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の

通知があったとき。 

ｂ 本契約に関し、受注者の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に

規定する刑が確定したとき 
ｃ 本契約に関し、受注者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）

の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が

確定したとき 

ソ 契約解除時の取扱い 

(ｱ) 契約解除時の請負業務の対価及び費用の支払 

ａ 上記セ項に該当し、契約を解除した場合には、原子力規制庁は受注者に対して契

約金額その他これまでに履行された請負業務の対価及び費用を支払う義務を負わな

い。 

ｂ 原子力規制庁は、前項の規定により本契約を解除した場合において、契約金額の

全部又は一部を受注者に支払っているときは、その全部又は一部を期限を定めて返

還させることができる。 

(ｲ) 契約解除時の違約金と本業務の終了 

上記セ項に該当し、契約を解除した場合、受注者は、契約金額から消費税及び地
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方消費税に相当する金額並びに上記(ｱ)項の請負業務の対価及び費用を控除した金額

の 100分の 10に相当する金額を違約金として原子力規制庁が指定する期日までに納

付するとともに、原子力規制庁との協議に基づき、本業務の処理が完了するまでの

間、責任を持て当該処理を行わなければならない。 
(ｳ) 延滞金 

原子力規制庁は、受注者が前項の規定による金額を原子力規制庁の指定する期日

までに支払わないときは、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に

応じて、年 100 分の 5 の割合で計算した金額を延滞金として納付させることができ

る。 
(ｴ) 損害賠償 

ａ 原子力規制庁は、かしの補修、違約金の徴収、契約の解除をしてもなお損害賠償

の請求をすることができる。なお、原子力規制庁から受注者に損害賠償を請求する

場合において、原因を同じくする支払済みの違約金がある場合には、当該違約金は

原因を同じくする損害賠償について、支払済額とみなす。ただし、損害賠償を請求

することができる期間は、引渡し又は給付を受けてから１ヵ年とする。 

ｂ 談合等の不正行為による損害の賠償 

(a) 受注者が、本契約に関し、セ(ｼ)ａ項の(a)項から(c)項までのいずれかに該当し

たときは、原子力規制庁が本契約を解除するか否かにかかわらず、かつ、原子力

規制庁が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、受注者は、契

約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）

の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた金額）を違約金として原子力規制庁の指定する期間内に支

払わなければならない。 
(b) 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 
(c) (a)項に規定する場合において、受注者が事業者団体であり、既に解散している

ときは、原子力規制庁は、受注者の代表者であった者又は構成員であった者に違

約金の支払を請求することができる。この場合において、受注者の代表者であっ

た者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。 
(d) (a)項の規定は、原子力規制庁に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償

金の金額を超える場合において、原子力規制庁がその超える分について受注者に

対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。 
(e) 受注者が、(a)項の違約金及び前項の損害賠償金を原子力規制庁が指定する期間

内に支払わないときは、受注者は、(ｳ)項に定める延滞金を原子力規制庁に支払わ

なければならない。 
ｃ セ(ｸ)項又は(ｹ)項に基づき契約を解除した場合の損害賠償 

(a) 原子力規制庁は、契約解除により受注者に生じた損害について、何ら賠償ない

し補償することは要しない。 
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(b) 受注者は、契約解除により原子力規制庁に損害が生じたときは、その損害を賠

償するものとする。 

(c) 受注者が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、原子力規制庁が本契

約を解除するか否かにかかわらず、かつ、原子力規制庁が損害の発生及び損害額

を立証することを要することなく、受注者は、契約金額（本契約締結後、契約金

額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する金

額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）

を違約金として原子力規制庁の指定する期間内に支払わなければならない。 

(d) ｂ項(b)項から(e)項までの規定は、(a)項を(c)項に読み替えてｃ項においても

適用するものとする。 

(ｵ) 談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出 

受注者は、セ(ｼ)ａ項の(a)項から(c)項までのいずれかに該当することとなったと

きは、速やかに、次の各号の文書のいずれかの写しを原子力規制庁に提出しなけれ

ばならない。 
ａ 独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 
ｂ 独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

ｃ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通

知文書 

タ 不可抗力免責 

受注者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により請負事業の全部若しくは一部の

履行が遅延又は不能となった場合は当該履行遅延又は履行不能による責任を負わない

ものとする。 
 

チ かし担保責任 

(ｱ) 原子力規制庁は、役務行為が完了した後でもかしがあることを発見したときは、

受注者に対して相当の期間を定めて、そのかしの補修をさせることができる。 
(ｲ) 前項によってかしの補修をさせることができる期間は、引渡し又は給付を受けて

から１ヵ年とする。 

(ｳ) 受注者が第１項の期日までにかしの補修をしないときは、原子力規制庁は、受注

者の負担において第三者にかしの補修をさせることができる。 

ツ 紛争の解決方法及び契約の解釈 

(ｱ) 本契約の目的の一部、納期その他一切の事項については、原子力規制庁と受注者

との協議により、何時でも変更することができるものとする。 

(ｲ) 前項のほか、本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めてない事

項については、原子力規制庁と受注者との協議により決定するものとする。 
テ 受注者は、原子力規制庁が貸出した資料等については、充分な注意を払い、紛失又

は滅失しないよう万全の措置をとらなければならない。 
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ト 不当介入に関する通報・報告 

受注者は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関

係者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」と

いう。）を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させると

ともに、速やかに不当介入の事実を原子力規制庁に報告するとともに警察への通報及

び捜査上必要な協力を行うものとする。 

 
10 本業務の受注者が本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、そ

の損害の賠償に関し契約により本業務受注者が負うべき責任（国家賠償法（昭和 22年法

律第 125 号）の規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合におけ

る求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（法第９条第２項第 12 号又は第 14条第２項

第 10号） 

本契約を履行するに当たり、受注者が、故意又は過失により第三者に損害を加えた場

合における、当該損害に対する賠償等については、次に定めるところによるものとする。 
(1) 受注者に対する求償 

原子力規制庁が国家賠償法第１条第１項等に基づき当該第三者に対する賠償を行っ

たときは、原子力規制庁は受注者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損

害の発生について原子力規制庁の責めに帰すべき理由が存する場合は、原子力規制庁

が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができ

る。 
(2) 原子力規制庁に対する求償 

受注者が民法第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、

当該損害の発生について原子力規制庁の責めに帰すべき理由が存するときは、当該受

注者は、原子力規制庁に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責

めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 
(3) その他 

受注者が本契約に違反したことによって、又は受注者（その者が法人である場合に

あっては、その役員）若しくはその職員その他の本契約の履行に従事する者が故意若

しくは過失によって原子力規制庁に損害を与えたときは、受注者は原子力規制庁に対

する当該損害の賠償の責めに任じなければならない。 
 
11 本業務に係る法第７条第８項に規定する評価に関する事項（法第９条第２項第 13 号又

は第 14 条第２項第 11 号） 

(1) 実施状況に関する調査の時期 

原子力規制庁は、総務大臣が行う評価の時期（平成３３年５月を予定）を踏まえ、

当該業務の実施状況については、平成３３年３月３１日時点における状況を調査する

ものとする。 
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(2) 調査の実施方法 

原子力規制庁は、受注者が実施した本業務の内容について、その評価が的確に実施

されるように、実施状況等の調査を行うものとする。 
ア 原子力規制庁は９(1)イ項の報告内容について確認する。 

イ 原子力規制庁は２(2)イ(ｱ)ｂ項に示す受注者の習熟度レベルを毎年立会する月例点

検時に確認する。 

(3) 調査項目 

ア ９(1)イ項の受注者が原子力規制庁に対して報告すべき事項。 

イ 別紙第６「原子力災害対策時の維持管理会社参集者の助勢技術レベル」に示す習熟

度レベルにある人員数。 

(4) 実施状況等の提出 

原子力規制庁は、上記調査項目に関する内容を取りまとめた本事業の実施状況等に

ついて、(1)の評価を行うために平成３３年４月を目途に総務大臣及び官民競争入札等

監理委員会へ提出するものとする。 
 
12 その他本業務の実施に関し必要な事項 

(1) 対象公共サービスの監督上の措置等の官民競争入札等監理委員会への報告 

原子力規制庁は、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行

った場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を官民競争入札等監

理委員会へ報告することとする。 
(2) 主な受注者の責務等 

ア 受注者の責務等 

本業務に従事する者は、刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の罰則の適用につい

ては、法令により公務に従事する職員とみなされる。 
イ 法 54条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した者

は１年以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処される。 

ウ 法第 55 号の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし

た者、あるいは指示に違反した者は、30 万円以下の罰金に処される。 

エ 法第 56 号の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従事者が、その法人又は人の業務に関し、法第 55 条の違反行為をしたときは、行為

者が罰せられるほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

オ 会計検査について 

受注者は、会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 号）第 23 条第１項第７号に規定する

「事務若しくは業務の受託者」に該当することから、会計検査院が必要と認めるとき

は、同法第 25 条及び第 26 条により、会計検査院の実地の検査を受けたり、同院から

直接又は原子力規制庁を通じて、資料・報告等の提出を求められたり質問を受けたり
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することがある。 
カ 本業務の実施に関し、受注者は、統計法（平成 19年法律第 53 号）、個人情報の保護

に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）その他関係法令を遵守するものとする。特に

統計法は第 41条において、同条に定める業務に関して知り得た個人又は法人その他の

団体の秘密を漏らしてはならないと定めており、受注者はそのための措置を講ずるこ

と。 

キ 本実施要項に記載されていない事項、又は本実施要項について疑義が生じた場合は、

原子力規制庁と適宜協議を行うものとする。 

(3) 評価委員会の開催 

原子力規制庁は、本業務の実施状況の評価を行うに当たり、原子力規制庁長官官房

放射線防護グループ原子力災害対策・核物質防護課長を委員長とする評価委員会を開

催することとする。 
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別紙第１ 

適合証明書記述様式 

 

 

平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務を提

供するに当たり、以下の様式で適合証明書を提出すること。 

 

様式１及び２の型式で、適合証明書等を原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射

線防護グループ原子力災害対策・核物質防護課に提出する。 

なお、適合証明書等（添付資料を含む。）は、正１部及び副１部を提出すること。 

また、適合証明書等を作成するに際しての質問等を行う必要がある場合には、別に示

す期日までに文書（ﾒｰﾙ、FAX も可）で原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防

護グループ原子力災害対策・核物質防護課に提出すること。 
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（様式１） 

 

 

平成  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

  原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名                          印 

 

 

 

 

「平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務」の

入札に関し、応札者の条件に適合することを証明するため、適合証明書を提出します。 

なお、落札した場合には、仕様書に従い、万全を期して作業を行いますが、万一不測の

事態が生じた場合には、原子力規制委員会原子力規制庁の指示の下、全社を挙げて直ちに

対応します。
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（様式２） 

適 合 証 明 書 

 

*回答欄には○又は×を記載すること。 

条     件 回答* 資料No. 

１ 平成２８・２９・３０年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ、競争参加資格を有する者

であること。 

・格付け         （格付けを記入すること。） 
  

２ 本作業の品質管理に関する要求事項は以下のとおりである。これらの事項を満たすこ

とを説明すること。   

(1) 品質管理体制 

本業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されていること。 

・作業実施部署は品質管理部署と独立していること。 

・作業実施体制が明確となっていること。（実施責任者と品質管理責任者は兼務しな

いこと。） 

  

(2) 品質管理の具体的な方策 

本業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的な作業に関する

方法（チェック時期及びチェック内容）が明確にされていること。 
  

３ 設備不具合発生時に、連絡後２時間以内にオフサイトセンターへ参集できる場所に勤

務場所があること。ここでいう勤務場所とは、不具合対応に当たる要員が通常勤務して

いる事務所等のことをいう。 

・事務所等所在地 

                                   

・オフサイトセンターへの参集手段、距離及び時間： 

  手段：       距離：      km 時間：約     分 

  

４ 原子力施設の事故、大規模地震等発生時に、交通機関等の障害がない限り、発生後

から２時間以内に少なくとも TV 会議システム等を立ち上げることが可能な緊急時支

援要員５名以上が参集できること。 
  

５ 共同事業体を構成する場合は、共同事業体結成に関する協定書等を提出すること。   

６ 原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履

行が確保されていること。   

７ 本業務の実施に当たり、その一部について委任又は下請負を行う場合は以下の書類を

提出すること。 

(1) 委任又は下請負先の住所・名称 

(2) 委任又は下請負先に委託する業務の範囲 

(3) 委任又は下請負を行うことの合理性及び必要性 

(4) 委任又は下請負先の業務履行能力及び報告徴収その他業務管理の方法 

  

適合証明書に対する照会先 

住  所： 

会 社 名： 

所属部署： 

担当者名： 

電話番号： 

ＦＡＸ番号： 

Ｅ－Ｍａｉｌ： 

 27 



 
 

 

記載上の注意 

 

 

１．適合証明書の様式で要求している事項については、指定された箇所に記載

すること。なお、回答欄には、条件を全て満たす場合は「○」、満たさない場

合は「×」を記載すること。 

 

２．内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出する

こと。なお、応札者が必要であると判断する場合については他の資料を添付

することができる。 

 

３．適合証明書の説明として別添資料を用いる場合は、当該項目の「資料 No.」

欄に資料番号を記載すること。 

その場合、提出する別添資料の該当部分をマーカー、丸囲み等により分か

りやすくすること。 

 

４．資料は、日本語（日本語以外の資料については日本語訳を添付）、Ａ４判（縦

置き、横書き）で提出するものとし、様式はここに定めるもの以外について

は任意とする。 

 

５．適合証明書は、下図のようにまとめ提出すること。 

 

 

①項目ごとにインデックス等を付ける。 

②紙ファイル、クリップ等により、順序よ

くまとめ綴じる。

 

2 
 

1 
 

別

添

資

料 

 

適合証明書 
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別紙第２ 

原子力規制委員会原子力規制庁入札心得 

 

１ 趣旨 

原子力規制委員会原子力規制庁の所掌する契約（工事に係るものを除く。）に係る一

般競争又は指名競争（以下「競争」という。）を行う場合において、入札者が知り、か

つ遵守しなければならない事項は、法令に定めるもののほか、この心得に定めるものと

する。 

 

２ 入札説明書等 

(1) 入札者は、入札説明書及びこれに添付される仕様書、契約書案、その他の関係資料

を熟読のうえ入札しなければならない。 

(2) 入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求めることが

できる。 

(3) 入札者は、入札後、(1)の書類についての不明を理由として異議を申し立てることが

できない。 

 

３ 入札保証金及び契約保証金 

環境省競争参加資格（全省庁統一資格）を保有する者の入札保証金及び契約保証金は、

全額免除する。 

 

４ 入札書の書式等 

入札者は、様式１による入札書を直接提出しなければならない。 

 

５ 入札金額の記載 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８パーセントに相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

 

６ 直接入札 

直接入札を行う場合は、入札書を封筒に入れ、封緘のうえ入札者の氏名を表記し、公

告、公示又は通知書に示した時刻までに入札箱に投入しなければならない。この場合に

おいて、入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、

入札書とは別に証明書及び添付書類を契約担当官等（会計法（昭和２２年法律第３５号）

第２９条の３第１項に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）に提出しなければな
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らない。 

７ 代理人等（代理人又は復代理人）による入札及び開札の立会い 

代理人等により入札を行い又は開札に立ち会う場合は、代理人等は、様式２による委

任状を持参しなければならない。 

 

８ 代理等の制限 

(1) 入札者又はその代理人等は、当該入札に係る他の入札者の代理人等を兼ねることが

できない。 

(2) 入札者は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号、以下「予決令」とい

う。）第７１条第１項各号の一に該当すると認められる者を競争に参加することがで

きない期間は入札代理人とすることができない。 

 

９ 条件付きの入札 

予決令第７２条第１項に規定する一般競争に係る資格審査の申請を行った者は、競争

に参加する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあっては指

名されることを条件に入札書を提出することができる。この場合において、当該資格審

査申請書の審査が開札日までに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったと

き若しくは指名されなかったときは、当該入札書は落札の対象としない。 

 

10 入札の無効 

  次の各項目の一に該当する入札は、無効とする。 

① 競争に参加する資格を有しない者による入札 

② 指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札 

③ 委任状を持参しない代理人等による入札 

④ 記名押印（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代える

ことができる。）を欠く入札 

⑤ 金額を訂正した入札 

⑥ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

⑦ 明らかに連合によると認められる入札 

⑧ 同一事項の入札について他人の代理人等を兼ね又は２者以上の代理をした者の入札 

⑨ 入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、証明 

書が契約担当官等の審査の結果採用されなかった入札 

⑩ 入札書の提出期限までに到着しない入札 

⑪ 暴力団排除に関する誓約事項（別記）について、虚偽が認められた入札 

⑫ その他入札に関する条件に違反した入札 
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11 入札の延期等 

入札参加者が相連合し又は不穏の行動をする等の場合であって、入札を公正に執行す

ることができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、

又は入札の執行を延期し若しくはとりやめることがある。 

 

12 開札の方法 

(1) 開札は、入札者又は代理人等を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札者又は

代理人等の立会いがない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて行う

ことができる。 

(2) 入札者又は代理人等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに

応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は委任状を提示しなければならない。 

(3) 入札者又は代理人等は、開札時刻後においては開札場に入場することはできない。 

(4) 入札者又は代理人等は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた場合

のほか、開札場を退場することができない。 

 

13 調査基準価格、低入札価格調査制度 

(1) 工事その他の請負契約（予定価格が１千万円を超えるものに限る。）について予決

令第８５条に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる

場合の基準は次の各号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める額（以下「調査基

準価格」という。）に満たない場合とする。 

① 工事の請負契約 その者の申込みに係る価格が契約ごとに１０分の７から１０分の

９までの範囲で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて得た額 

② 前号以外の請負契約 その者の申込みに係る価格が１０分の６を予定価格に乗じて

得た額 

(2) 調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者は、

事後の資料提出及び契約担当官等が指定した日時及び場所で実施するヒアリング等

（以下「低入札価格調査」という。）に協力しなければならない。 

(3) 低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事の状況、履行体制、

国及び地方公共団体等における契約の履行状況等について実施する。 

 

14 落札者の決定 

(1) 有効な入札を行った者のうち、予定価格の制限内で最低の価格をもって入札した者

を落札者とする。 

(2) 低入札となった場合は、一旦落札決定を留保し、低入札価格調査を実施の上、落札

者を決定する。 
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(3) 前項の規定による調査の結果その者により当該契約の内容に適合した履行がされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の

秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をもって入札をし

た者を落札者とすることがある。 

 

15 再度入札 

開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がな

いときは、再度の入札を行う。 

なお、この場合において、入札者又はその代理人の全てが立合っている場合にあって

は直ちに、その他の場合にあっては別に定める日時において入札を行う。 

 

16 落札者となるべき者が２者以上ある場合の落札者の決定方法 

当該入札の落札者の決定方法によって落札者となるべき者が２者以上あるときは、直

ちに当該者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。 

なお、入札者又は代理人等が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に

関係のない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。 

 

17 落札決定の取消し 

落札決定後であっても、入札に関して連合その他の事由により正当な入札でないこと

が判明したときは、落札決定を取消すことができる。 

 

18 契約書の提出等 

(1) 落札者は、契約担当官等から交付された契約書に記名押印（外国人又は外国法人が

落札者である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代えることができ

る。）し、契約書を受理した日から１０日以内（期終了の日が行政機関の休日に関す

る法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する日に当たるときはこれを算入し

ない。）に契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等が必要と

認めた場合は、この期間を延長することができる。 

(2) 落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その効力を

失う。 

 

19 契約手続において使用する言語及び通貨 

契約手続において使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨に限る。 
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別 記 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 
 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札

書（見積書）の提出をもって誓約いたします。 
 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること

となっても、異議は一切申し立てません。 
また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月

日を含む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職
名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれら
の提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意し
ます。 

記 
 
１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 
（１）契約の相手方として不適当な者 
  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を
いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に
関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に
関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以
下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同
じ。）であるとき。 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す
るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し
ているとき。 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると
き。 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 
  ア 暴力的な要求行為を行う者 
  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 
  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としま

せん。 
 
３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施

協力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者
であることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 
 
４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当

介入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うととも
に、発注元の契約担当官等へ報告を行います。 

以上 
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様式１ 

入  札  書 

 

平成  年  月  日   

 

 

 支出負担行為担当官 

  原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

所 在 地 

商 号 又 は 名 称 

代表者役職・氏名              印 

 

(復)代理人役職・氏名 

                                   注） 代理人又は復代理人が入札書を持参して入札する場合に、

（復）代理人の記名押印が必要。 

このとき、代表者印は不要（委任状には必要）。 

 

 

 下記のとおり入札します。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札件名 ： 平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの

通信設備等維持管理業務 

 

 ２ 入札金額 ： 金               円也 

 

 ３ 契約条件 ： 契約書及び仕様書その他一切貴庁の指示のとおりとする。 

 

  ４  誓約事項  ：  暴力団排除に関する誓約事項に誓約する。 
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様式２－① 

委   任   状 

平成    年    月    日 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官  殿 

 

 

所 在 地 

（委任者）商 号 又 は 名 称 

代表者役職・氏名                         印 

 

 

代 理 人 所 在 地 

（受任者）所 属 (役 職 名 ) 

代 理 人 氏 名                         印 

 

 

 

当社                                     を代理人と定め下記権限を委任します。 

 

記 

 

 

（委任事項） 

１ 平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務の

入札に関する一切の件 

 

２ １の事項にかかる復代理人を選任すること。 
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様式２－② 

委   任   状 

平成    年    月    日 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官  殿 

 

 

代理人所在地 

（委任者）商号又は名称 

所属（役職名） 

代 理 人 氏 名                           印 

 

 

復代理人所在地 

（受任者）所属(役職名) 

復代理人氏名                           印 

 

 

 

当社                                    を復代理人と定め下記権限を委任します。 

 

記 

 

 

（委任事項） 

 

平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務の

入札に関する一切の件 
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別紙第３ 

従来の実施状況に関する情報の開示 

１ 従来の実施に要した費用 
 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度*4 

人件費等＊１ 14,763,690 \14,181,882 \14,181,882 

その他経費＊２ \2,175,310 \0 \0 

合計＊３ \16,939,000 \14,181,882 \14,181,882 
（注記事項） 
＊１：人件費等には一般管理費が含まれている。 
＊２：平成２６年度までの契約にはその他経費（材料費、放射線測定器校

正費等）が含まれていたが、本実施要項に基づく契約においては含ま
れない。 

＊３：契約金額（合計）は消費税等を含まない。 
＊４；平成２８年度は契約金額を示す。 

 

２ 従来の実施に要した人員 
 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度＊２ 

従
事
者
（
名
） 

延べ:347 人日 

(月例点検等:179 人日 

運用支援:168 人日) 

延べ:326.6 人日 

(月例点検等:160.3 人日 

運用支援:166.3 人日) 

延べ:326.6 人日 

(月例点検等:160.3 人日 

運用支援:166.3 人日) 

月平均２９人日 

(月例点検等: 

7.5 人/日×2 日/月 

運用支援: 

2.8 人/日×5 日/月) 

月平均２７人日 

(月例点検等: 

6.7 人/日×2 日/月 

運用支援: 

2.8 人/日×5 日/月) 

月平均２７人日 

(月例点検等: 

6.7 人/日×2 日/月 

運用支援: 

2.8 人/日×5 日/月) 

＊１：平成２８年度までの契約には運用支援業務が含まれているが、本実
施要項に基づく契約においては含まれない。 

＊２：平成２８年度は契約時の推定人数を示す。 
（業務従事者に求められる知識・経験等） 
(1) 取扱説明書に基づき、以下の設備の基礎的な操作が実施できること。 
ア ＴＶ会議システムの会議呼出・接続、カメラ位置変更・登録、録画・再生、
ＴＶ会議表示画面の切替、情報配信、音量調整、会議終了等の操作。 

イ 情報配信設備により情報配信の実施。 
ウ 広報カメラシステムのカメラ切り替え、画面操作。 
エ 気象情報システムの主要情報表示、印刷。 
オ ノート PC のメール送受信、ワード・エクセルの簡単な操作と印刷、ｐｄ
ｆ作成等の操作。 

カ 電話・ＦＡＸの発信及び受信、電話番号等登録操作。 
キ ノート PC を使用したＴＶ会議の接続、終了。 
ク 固定衛星通信システム、車載衛星電話の接続、終了。 
ケ 一斉招集連絡システムによる呼集操作、データベース更新。 
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(2) 業務の繁閑の状況とその対応 

区  分 
基準頻度 

（回/年） 

基準単位所要

日数（日/回） 
備  考 

月
例
点
検 

規制庁立会なし 11 2  

規制庁立会あり 1 3  

月例点検準備 

・報告作成 
12 1  

不具合対応 1※ 3  

調
査
・
立
会 

計画停電対応 1 1  

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ更新 1 1  

緊
急
参
集 

原子力緊急事態 ０ ０ 平成 24 年 

以降 

地震対応 ０ ０ 同上 

※平成２６、２７年度の実績による。ただし、他オフサイトセンターの平

均不具合発生頻度は５年間の統計で６回／年である。 

 

３ 従来の実施に要した施設及び設備 

(1) 施設 

ア 施設名称 

茨城県原子力オフサイトセンター 

イ 使用場所 

(ｱ) 全体会議室 

(ｲ) 倉庫、屋上等 

(ｳ) 予備室 

(ｴ) 原子力規制事務所 

ウ 使用面積 

約 1,000 ㎡ 

(2) 設備及び主要な物品 

業務を実施するため、別紙第４「資産リスト」に示す物品及び、別紙第５

「仕様書」のうち設備点検仕様書に示す物品を無償で貸与する。 
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４ 従来の実施における目的の達成の程度 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

月
例
点
検 

設備点検仕様書

記載項目の点検 

全て実施 実施済 全て実施 実施済 全て実施 
－ 

助勢技術レ

ベル 

基準達成 達成を

確認 

基準達成 達成を

確認 

基準達成 
－ 

不具合対応 
全部に対応 対応完

了 

全部に対応 対応完了 全部に対応 
－ 

調
査
・
立
会 

計画停電 

対応 

対応実施 対応完

了 

対応実施 対応完了 対応実施 
－ 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

更新 

対応実施 対応完

了 

対応実施 対応完了 対応実施 
 

 

 

５ 従来の実施方法等 

(1) 業務フロー 

   付紙第１「業務フロー図」 

(2) 組織図 

   付紙第２「組織図」 

 

  

 39 



   

 

 

付紙第１ 

業務フロー 

１ 月例点検 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  月１回実施。 

 

  

準 備 月例点検日程の調整 

以下設備の点検・員数確認を実施 

・映像音響設備 

・情報配信設備 

・ＴＶ会議システム 

・PBX 装置 

・電話端末、FAX 

・LAN 設備 

・ノート PC 

・各種情報システム 

・運用管理システム 

・OA 機器 

・防災対策車 

・衛星通信システム 

・プレス用カメラシステム 

・一斉招集連絡システム 

処 置 

立会時は 

確認 

不具合報告 

点検報告 

不具合発見時 

確 認 

通常時 

 40 



   

 

 

２ 不具合手続対応等 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  不具合発生

時に実施。 

 

３ 調査、立会 

(1) 計画停電に伴う設備停止及び起動業務 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  年１回実施。 

 

  

不具合通報 

不具合発見 

不具合確認 

確 認 

連絡・調整 

連絡・報告 

業者点検、修理の立会 

復旧状況の確認 確 認 

不具合管理票・不具合調査表作成 確 認 

連絡・報告 

連絡 

不具合管理票発行 確 認 

報告・指示受け 

指示 停電対応(機器電源断) 

確認 
停電対応の復旧 

（電源投入・状態確認） 

計画停電終了 

報告 
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(2) データベース更新 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  年１回実施。 

 

４ 緊急時支援 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  原子力施設

の事故等発

生時。 

 

５ 地震発生時の設備点検 

原子力規制庁 設備の維持管理業務 備 考 

  特定地域内

の特定震度

以上の地震

発生時。 

 

原子力規制

事務所防災

専門官 

一斉招集システムのデータベース

更新 

更新完了 

原子力規制

事務所防災

専門官 

原子力規制

事務所防災

専門官 

オフサイトセンターに参集 

ＴＶ会議システム等の立ち上げ 確認 

原子力規制

事務所防災

専門官 

オフサイトセンターに参集 

オフサイトセンター設備の 

健全性の点検確認 

報告 

指示 

指示 

報告 

原子力規制

事務所防災

専門官 
報告 

指示 

 42 



   

 

 

付紙第２ 

原子力規制庁組織図（本業務の関連範囲） 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁 

長官官房放射線防護グループ 

原子力災害対策・核物質防護課 

通信設備等の維持管理業務 
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2
0
1
6
/
4
/
1
9

設
備
名

品
名

製
作
者
・
取
得
先

取
得
年
月
日

保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

0
2

1
9

0
0

1
0

1
1

～
ﾆ
ｯ
ｻ
ﾝ
　
(
エ
ク
ス
ト
レ
イ
ル
№
１
）

日
産
自
動
車
販
売

平
成
2
7
年
3
月

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

防
災
対
策
車

台
1
管
理
番
号
ラ
ベ
ル
な
し

車
載
衛
星
電
話
（
№
１
）

台
1
管
理
番
号
ラ
ベ
ル
な
し

0
2

1
～

ﾆ
ｯ
ｻ
ﾝ
　
(
エ
ク
ス
ト
レ
イ
ル
№
２
）

日
産
自
動
車
販
売

平
成
2
8
年
2
月

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

防
災
対
策
車

台
1
管
理
番
号
ラ
ベ
ル
な
し

車
載
衛
星
電
話
（
№
２
）

台
1
管
理
番
号
ラ
ベ
ル
な
し

②
Ｎ
Ｗ
拡
充
及
び
衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

設
備
名

品
名

製
作
者
・
取
得
先

取
得
年
月
日

保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

1
7

1
1

0
4

1
0

0
1

衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

固
定
衛
星
通
信
設
備

N
T
T
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
ｽ
ﾞ

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

式
1

内
訳

V
S
A
T
-
T
Y
P
E
3

N
T
T
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
ｽ
ﾞ

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

衛
星
ア
ン
テ
ナ
、
衛
星
屋
内
装
置
（
I
D
U
,
O
D
U
）
等
式

1
小
番
：
0
1

１
９
イ
ン
チ
ラ
ッ
ク

N
T
T
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
ｽ
ﾞ

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

H
X
-
2
6
0
（
H
N
S
社
製
）

台
1

小
番
：
0
2

1
7

1
1

0
4

2
0

0
1

Ｎ
Ｗ
拡
充
及
び
衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

Ｎ
Ｗ
拡
充
及
び
固
定
衛
星
通
信
（
防

災
通
信
設
備
）

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

式
1

電
話
端
末
Ⅳ
型

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
S
-
1
7
0
B
2
（
改
）

台
7

小
番
：
0
1
～
0
7

F
A
X
Ⅰ
型

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

M
F
X
-
2
8
7
0
（
改
）

台
1

小
番
：
0
8

内
訳

レ
イ
ヤ
2
ス
イ
ッ
チ
Ⅴ

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
R
-
S
2
2
4
P
S
1

台
1

小
番
：
0
9

ル
ー
タ

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
I
‐
R
2
2
0
C
　
V
3
5

台
1

小
番
：
1
0

切
替
ス
イ
ッ
チ

富
士
通

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

L
D
-
D
A
T
A
B
L
O
C
K
0
1
 

台
1

小
番
：
1
1

1
7

1
1

0
4

3
0

0
1

Ｎ
Ｗ
拡
充
及
び
衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

 
Ｎ

Ｗ
拡

充
及

び
固

定
衛

星
通

信
（

防
災

情
報

設
備

）
日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

式
1

衛
星
ル
ー
タ
Ｂ

日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

U
N
I
V
E
R
G
E
　
I
X
2
1
0
5

台
1

小
番
：
0
1

内
訳

Ｗ
Ａ
Ｎ
高
速
化
装
置
Ｂ

日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
t
e
e
l
h
e
a
d
　
2
5
0
-
L

台
1

小
番
：
0
2

地
上
系
切
断
器

日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
W
J
1
0
0
A

台
1

小
番
：
0
3

地
域
系
Ｎ
Ｗ
切
断
器

日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
W
J
1
0
0
A

台
1

小
番
：
0
4

衛
星
系
接
続
器

日
本
電
気

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

S
W
J
1
0
0
A

台
1

小
番
：
0
5

衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

衛
星
携
帯
電
話

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

ｾ
ｯ
ﾄ

1

 

設
備
名

品
名

製
作
者
・
取
得
先

取
得
年
月
日

保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

1
7

1
5

0
0

1
0

0
1

受
電
分
電
盤

電
源
車
用
高
圧
受
口
盤

南
海
電
設

平
成
2
5
年
2
月
2
8
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

式
1

内
訳

電
源
受
電
用
分
電
盤

南
海
電
設

平
成
2
5
年
2
月
2
8
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

台
1

屋
内
型
自
立
盤

南
海
電
設

平
成
2
5
年
2
月
2
8
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

台
1

設
備
名

品
名

製
作
者
・
取
得
先

取
得
年
月
日

保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

1
7

1
～

情
報
表
示
端
末

平
成
2
7
年
3
月
3
0
日

茨
城
県
原
子

力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

パ
ー
ソ
ナ
ル
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

台
1

平
成
2
7
年
度
追
加
（
資
産
管

理
ラ
ベ
ル
な
し
）

①
防
災
対
策
車

防
災
対
策
車

防
災
対
策
車

【
　

固
定

資
産

　
】

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー

場
所
コ
ー
ド

固
定
資
産
番
号

枝
番

枝
番

場
所
コ
ー
ド

固
定
資
産
番
号

枝
番

枝
番

場
所
コ
ー
ド

固
定
資
産
番
号

枝
番

枝
番

③
受
電
分
電
盤

④
情
報
表
示
端
末

場
所
コ
ー
ド

固
定
資
産
番
号

枝
番

枝
番
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2
0
1
6
/
4
/
1
9

設
備
名

装
置

名
称

製
作

者
・
取

得
先

取
得

年
月

日
保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

1
7
1
1
0

（
平
成
２
７
年
度
版
）

2
0
6
2
～
9
1

T
V

会
議

シ
ス

テ
ム

T
F
S
-
1
5
0
6
M

-
N

G
Y
、

C
K
-
2
2
0
C

-
G

Y
日

立
製

作
所

平
成

1
4
年

3
月

1
3
日

茨
城
県
原
子
力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

Ｔ
Ｖ

会
議

用
什

器
（
全

体
会

議
用

）
脚

3
0

1
7
1
1
0
0
2
0
9
2
～
9
9

T
V

会
議

シ
ス

テ
ム

T
R

N
型

、
C

K
-
2
2
0
C

-
G

Y
日

立
製

作
所

平
成

1
4
年

3
月

1
3
日

茨
城
県
原
子
力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

Ｔ
Ｖ

会
議

用
什

器
（
現

地
最

高
決

定
会

議
用

）
脚

8

1
7
1
1
0
0
2
1
0
1
～
0
8

T
V

会
議

シ
ス

テ
ム

T
R

N
型

、
C

K
-
2
2
1
C

-
G

Y
日

立
製

作
所

平
成

1
4
年

3
月

1
3
日

茨
城
県
原
子
力
オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

Ｔ
Ｖ

会
議

用
什

器
（
現

地
最

高
決

定
会

議
用

）
脚

8

設
備
名

品
名

製
作
者
・
取
得
先

取
得
年
月
日

保
管
場
所

摘
要

単
位

数
量

備
考

1
7
1
1
0
1
6
5
0
1

什
器

什
器

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
什

器
式

1

会
議

用
机

K
O

K
U

Y
O

 K
T
-
P

S
1
9
3
-
C

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
会

議
用

机
台

4

会
議

用
椅

子
K
O

K
U

Y
O

 C
R

-
G

6
3
0
・
F
4
-
W

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
会

議
用

椅
子

脚
8

執
務

用
机

K
O

K
U

Y
O

 S
D

-
M

X
E
1
6
7
L
-
V

3
茂

木
事

務
機

平
成

1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
執

務
用

机
台

1

執
務

用
机

K
O

K
U

Y
O

 S
D

-
M

X
E
1
4
7
L
C

F
1
1

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
執

務
用

机
台

1

執
務

用
机

K
O

K
U

Y
O

 S
D

-
Ｂ

Ｄ
２

７
７

Ｌ
Ｍ

Ｎ
茂

木
事

務
機

平
成

1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
執

務
用

机
台

1
1

執
務

用
椅

子
K
O

K
U

Y
O

 C
R

-
G

6
3
1
･F

4
-
W

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
執

務
用

椅
子

脚
1

折
り

た
た

み
机

K
O

K
U

Y
O

 K
T
-
S
1
8
1
・
F
1
-
C

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
折

り
た

た
み

机
台

7
4

ス
タ

ッ
ク

椅
子

K
O

K
U

Y
O

 C
Y
-
5
5
0
・
N

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
ス

タ
ッ

ク
椅

子
脚

2
3
1

ス
タ

ッ
ク

椅
子

(ﾃ
ｰ

ﾌ
ﾞﾙ

付
）

K
O

K
U

Y
O

 C
Y
-
5
5
0
・
N

 
茂

木
事

務
機

平
成

1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
ス

タ
ッ

ク
椅

子
(ﾃ

ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

付
）

脚
3
0

[テ
ー

ブ
ル

・
メ

モ
台

］
K
O

K
U

Y
O

 C
Y
E
-
5
0
3

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
[テ

ー
ブ

ル
・
メ

モ
台

］
台

3
0

ｽ
ﾀ
ｯ
ｸ
椅

子
用

ﾎ
ﾟｰ

ﾀ
ｰ

K
O

K
U

Y
O

 C
P

-
1
P

S
1

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
ｽ

ﾀ
ｯ
ｸ
椅

子
用

ﾎ
ﾟｰ

ﾀ
ｰ

台
3

書
棚

用
ロ

ッ
カ

ー
K
O

K
U

Y
O

 B
W

A
-
S
5
1
Ｆ

1
N

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
用

ロ
ッ

カ
ー

台
2
2

書
棚

用
ベ

ー
ス

K
O

K
U

Y
O

 B
W

A
-
B

1
Ｆ

4
茂

木
事

務
機

平
成

1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
用

ベ
ー

ス
台

1
1

書
棚

（
ｷ

ｬ
ｽ

ﾀ
ｰ

付
）

K
O

K
U

Y
O

 H
T
-
D

V
1
0
 ･

F
2
3

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
（
ｷ

ｬ
ｽ

ﾀ
ｰ

付
）

台
1
6

書
棚

（
ト

レ
ー

）
K
O

K
U

Y
O

 H
T
-
D

V
T
P

 ･
F
3
N

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
（
ト

レ
ー

）
台

1
6

書
棚

（
天

板
）

K
O

K
U

Y
O

 H
T
-
D

V
W

･F
3

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
（
天

板
）

台
1
6

書
棚

（
仕

切
板

）
K
O

K
U

Y
O

 H
T
-
D

V
A

･F
2
N

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
書

棚
（
仕

切
板

）
台

1
6

パ
ネ

ル
ス

ク
リ

ー
ン

K
O

K
U

Y
O

 S
N

-
S
P

1
5
3

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
パ

ネ
ル

ス
ク

リ
ー

ン
台

3

　
Ａ

Ｖ
ル

ー
ム

用
保

管
庫

（
上

）
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
扉

K
O

K
U

Y
O

 S
-
3
2
5
G

･F
1

茂
木

事
務

機
平

成
1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
Ａ

Ｖ
ル

ー
ム

用
保

管
庫

（
上

）
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
扉

台
4

Ａ
Ｖ

ル
ー

ム
用

保
管

庫
（
下

）
引

き
違

い
扉

K
O

K
U

Y
O

 S
-
3
4
5
･F

1
茂

木
事

務
機

平
成

1
4
年

2
月

1
3
日

茨
城

県
原

子
力

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
Ａ

Ｖ
ル

ー
ム

用
保

管
庫

（
下

）
引

き
違

い
扉

台
4

Ａ
Ｖ

ル
ー

ム
用

保
管

庫
（
ﾍ

ﾞｰ
ｽ

)
K
O

K
U

Y
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別紙第５ 

仕 様 書 

１ 契約件名 

平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信設備等維持管理業務 

 

２ 目的 

本契約の目的は、実用炉等において緊急事態が発生した場合、災害対策を迅速かつ的確に

実施できるよう、オフサイトセンターにおける通信設備の月例点検及び不具合手続対応等及

び調査・立会支援を行うものである。 

 

３ 実施項目 

実施する業務は次のとおりとする。項目、設備点検内容、設備構成機器リストの詳細につ

いては「設備点検仕様書」（添付資料－１）に示す。必要に応じ、業務開始までに前年度業

務受注者から業務引継ぎを行うこと。 

 

３．１ 平成２９年度実施内容 

（１）月例点検 

オフサイトセンターに整備されている各設備の員数確認、清掃、起動確認等の月例点検

（各種法令に基づく定期点検を含む。）を、月１回実施すること。消耗品の交換・補充が

必要になった場合は、速やかに交換・補充をするとともに、消耗品の在庫管理を実施して

不足が生じないよう適正な予備品を保有しておくこと。消耗品は別途支給する。消耗品リ

ストを添付資料－２に示す。原子力規制庁との清算は、毎月原子力規制庁へ提出する月例

報告書及び費用実績報告書（領収書）の確認により行う。 

月例点検の内、年１回は原子力規制庁の立会いの下で点検を実施すること。 

各設備の員数は、添付資料－４「各設備補助リスト」参照。 

（２）不具合手続対応等 

オフサイトセンター設備の不具合発生時には、不具合の調査・点検・調整等を実施する

とともに、修理完了後の復旧確認を行うこと。設備点検修理のために各設備・機器等をオ

フサイトセンターの外に持出す場合は、添付資料－３に記載されている様式に従って、物

品預り書を原子力規制庁に提出すること。設備不具合発生時、修理完了後の復旧確認は原

子力規制庁が別途指示する「不具合管理票」を作成し報告すること。また原子力規制庁が

別途指示する「不具合管理調査表」を作成し、常に不具合対応の進捗状況を把握するとと

もに、原子力規制庁が指定した日に提出すること。ただし設備点検の結果、修理が必要と

なった場合、その修理業務は、本契約の対象外とする。 

（３）調査、立会 

オフサイトセンターの計画停電に伴う設備停止及び起動業務及び一斉招集システムのデ

ータベース更新等を年１回実施すること。なお、作業の実施時期は原子力規制庁と協議の

うえ実施する。 

 

３．２ 平成３０年度実施内容 

平成２９年度実施内容と同じ。 

 

３．３ 平成３１年度実施内容 

平成２９年度実施内容と同じ。 

 

３．４ 平成３２年度実施内容 

 47 



平成２９年度実施内容と同じ。 

 

３．５ 平成３３年度実施内容 

平成２９年度実施内容と同じ。 

 

４ 一般共通事項 

４．１ 品質管理 

設備点検に当たっては「保守点検施行要領書」を作成し、実施・確認項目に抜けがない

ようにすること。また、設備点検結果を記載した「設備点検記録」を作成すること。 

 

４．２ 下請企業の選定 

受注者が下請け企業を選定する際には、技術的能力、品質保証体制の整備状況等を確認

するとともに、事前に実施体制表等必要な書類を原子力規制庁に提出し承諾を得ること。 

 

４．３ その他 

点検対象設備が緊急時における対応のための設備であることを十分に考慮して、設備点

検によるオフサイトセンターの機能停止期間を極力少なくした工程とすること。設備点検

中に実用炉等にかかわる緊急事態等が発生した場合は、速やかに復旧すること。なお、月

例点検、設備運用支援の各工程については、オフサイトセンターの他の業務との重複を避

けるため、適宜、原子力防災専門官等及び原子力規制庁と協議して決定すること。 

 

５ 付帯事項 

 本設備点検業務受注者は下記支援要請があった場合は、これに応ずること。またその支援体制

を確立しておくこと。その支援業務費用については別途清算するものとする。 

 

５．１ 緊急時支援 

原子力施設の事故、大規模地震等が発生して、緊急にオフサイトセンターの設備立ち上げ及

び設備運用支援の要請が原子力規制庁や原子力防災専門官等からあった場合には、交通機関等

の障害がない限り、２時間以内に少なくともＴＶ会議システム等を立ち上げることの可能な緊

急時支援要員５名以上が参集し、原子力防災専門官等の指示のもと、迅速なオフサイトセンタ

ーの設備立ち上げ及び設備運用に関する支援を行うこと。 

 

５．２ 地震発生時の設備点検 

（１）次項に定める気象庁発表の地域及び気象庁発表の地域に含まれる詳細地域において「震

度５弱以上(気象庁発表)」の地震が発生した場合は、原子力規制事務所原子力防災専門官

等に確認し、指示により設備の健全性の点検確認を速やかに実施してその結果を原子力規

制庁に報告すること。 

（２）気象庁発表の各種区域等 

ア 気象庁発表の緊急地震速報で用いる府県予報区の名称 

茨城県北部、茨城県南部 

イ 気象庁発表の緊急地震速報や震度速報で用いる区域の名称 

ひたちなか市､那珂市､水戸市､東茨城郡(大洗町)､那珂郡(東海村) 

東茨城郡(茨城町)、常陸太田市、日立市、鉾田市  
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（３）細部は、添付資料－５「地震発生時のオフサイトセンターの点検確認要領」による。 

 

６ 実施期間 

自 ： 平成２９年 ４月 １日 

至 ： 平成３４年 ３月３１日 

 

７ 実施場所 

実施場所は以下に示す場所とする。 

・茨城県原子力オフサイトセンター 

茨城県ひたちなか市西十三奉行11601-12 

 

８ 実施責任者 

（１）発注者側 

実施責任者 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房 

放射線防護グループ原子力災害対策・核物質防護課長 

（２）受注者側 

本作業を統括する実施責任者の役職、氏名を明示すること。 

業務の実施体制を定め、実施体制表を届けること。 
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９ 納入品目、数量、納入時期及び納入場所 

９．１ 納入品目、数量等 

納入品目、数量等は次表に記載する提出図書、部数、提出時期でありこの表に従うこと。 

なお必要な様式等は別途指示する。 

※ただし、３月分は当該年度末までとする。 

 

９．２ 納入時期及び納入場所 

（１）納入時期 

ア 平成２９年度分：平成３０年３月３１日 

イ 平成３０年度分：平成３１年３月３１日 

ウ 平成３１年度分：平成３２年３月３１日 

エ 平成３２年度分：平成３３年３月３１日 

オ 平成３３年度分：平成３４年３月３１日 

 

（２）納入場所 

ア 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ 

原子力災害対策・核物質防護課 

東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル 

イ 東海・大洗原子力規制事務所（２部提出する書類のうちの１部） 

茨城県ひたちなか市西十三奉行11601-12 

  

提出書類 部数 承認図書 提出時期 説 明 

実施体制表 2 部 ○ 着手日、変更時 
各組織及び責任者の主要業務を記

載した体制表。 

年間作業計画書 2 部  着手日、変更時 
年間の月例点検の日程を示したも

の。 

月間作業計画書 2 部  作業実施前月末 
月間の月例点検の詳細日程を示し

たもの。 

作業届 2 部  
作業日の一週間

前まで 

作業期間、作業内容、作業者名等を

記したもの(メールで可)。 

保守点検施工要領書 2 部 ○ 着手日、変更時 
月例点検等の対象設備、設備点検方

法、判断基準等を記したもの。 

不具合管理票 1 部  
不具合発生時、

完了時 

不具合内容を記載したもの、復旧確

認をしたもの(メールで可)。 

不具合管理調査表 1 部  
規制庁の指示し

た日（月１回） 

不具合対応の進捗状況を記載した

もの(メールで可)。 

月例報告書 2 部  
作業終了翌月 

１０日まで※ 

月例点検等の作業内容および結果

の報告（設備点検記録を含む）。 

業務報告書 2 部  各年度末 
契約で要求された実施内容に対す

る成果の報告。 
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１０ 検収条件 

 納入品目及びその内容について、発注者側の実施責任者が指名した者が、本仕様書の「実

施項目」の記載に基づき検査を行い、本仕様書に定めたとおりの作業が行われたと認めたこ

とをもって、毎月の検収とする。 

 

１１ 情報セキュリティの確保 

受注者は、下記の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

１１．１ 受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方

法及び管理体制について実施担当者に書面で提出すること。 

１１．２ 受注者は、実施担当者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性の格

付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。また、請負業務において受注者

が作成する情報については、実施担当者からの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

１１．３ 受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ

対策の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において請負業務に係る情報セキュリ

ティ事故が発生したときは、必要に応じて実施担当者の行う情報セキュリティ対策に関

する監査を受け入れること。 

１１．４ 受注者は、実施担当者から提供された要機密情報が業務終了等により不要になった場

合には、確実に返却し又は廃棄すること。また、請負業務において受注者が作成した情

報についても、実施担当者からの指示に応じて適切に廃棄すること。 

１１．５ 受注者は、請負業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報告する

こと。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf 

 

以上 

 

 

添付資料 

添付資料－１「設備点検仕様書」 

添付資料－２「消耗品リスト」 

添付資料－３「施設外物品持出し手続きについて」 

添付資料－４「各設備補助リスト」 

添付資料－５「地震発生時のオフサイトセンター等の点検確認要領」
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添付資料-1
改訂 ５．０

１．検査区分の記号の定義について

　

設 備 点 検 仕 様 書 （ 茨 城 地 区 ）

 本設備点検仕様書は現場等にて実施する作業項目の詳細について記載したものであり、
作業内容により受注者の現場代理人または作業責任者の確認のみで次の作業に進んでよい
もの、実施担当者の確認を受けた後、次の作業に進んでよいものについて、検査区分の欄
にて規定している。

 検査区分の欄が「△」の項目については、受注者の現場代理人または作業責任者の確認
のみで次の作業に進んでよいものとするが、作業終了後速やかに報告書または点検記録を
原子力規制庁に提出し、その確認を受けた後、点検を完了したものとする。

　検査区分の欄が「○」の項目については、受注者が現場にて実施担当者の確認を受け、
次のステップに進んでよい旨指示を受けるものとするが、作業終了後速やかに報告書また
は点検記録を原子力規制庁に提出し、確認を受けた後、点検を完了したものとする。

　本設備点検仕様書中、設備構成機器リスト、員数欄のOFCはオフサイトセンターを示
す。
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(1)映像音響設備

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

注記

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

点検 各部の清掃を行う。 △

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

対象機器の電源投入確認を行う。 △

１－１ 月　例　点　検 月１回

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

文字表示装置編集ＰＣのウイルス検出確認作
業を行うこと。

△ 操作手順書を別途
開示する。

但し、別途指定する業者の定期点検時を除く
年間１０回実施すること。

制御装置により映像チャンネルを選択、投影
する。

△

リモコン用乾電池は必要に応じ交換する。 △ 消耗品は別途支給
する。

各機器及びケーブル、コネクタ、線路の外観
目視点検を行う。

△

各機器の起動確認を行う。 △

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

中型表示装置（65型） 1 － － リース
情報共有表示装置（42型） 6 － － リース

市町村
大型表示装置（100型プロジェクター） 2 － － リース

スピーカ(大） 4式 － － リース
スピーカ(小） 1式 － － リース

広報班モニタ（42型） 1 － － リース
館内放送操作卓 1式 － － リース

卓上マイク 30 － － リース
ワイヤレスマイク 3 － － リース

映像入力分配部 1式 － － リース
音声入力分配部 1式 － － リース

Ｕ／Ｂ増幅器（ブースター） 1 － － リース
ＴＶ会議操作卓(全体会議) 1式 － － リース

ピンマイク 1 － － リース
書画カメラ 1 － － リース

映像音響操作端末 2 － － リース
HDD/BD/DVD録画再生機 9 － － リース

ＴＶ会議操作卓(ＴＶ会議予備室) 1式 － － リース
映像音響制御サーバ 1 － － リース

LEDデジタル時計 1 － － リース
－以下余白－
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(2)情報配信設備

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

注記

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－２ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各機器ケーブル、コネクタ、線路の外観目視
点検を行う。

△

対象機器の電源投入確認を行う。 △

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

映像操作端末のウイルス検出確認作業を行う
こと。

△ 操作手順書を別途
開示する。

但し、別途指定する業者の定期点検時を除く
年間１０回実施すること。

各機器の起動確認を行う。 △

情報配信状況（全体→緊急時ネットワーク監
視センター）の確認を行う。

△

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

IPエンコーダ 1 － － リース
映像操作端末 1 － － リース

市町村
情報配信装置 1 － － リース

－以下余白－
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(3)テレビ会議システム

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

注記

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－３ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各機器及びケーブル、コネクタ、線路の外観
目視点検を行う。

△

対象機器の電源投入確認を行う。 △

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

ＴＶ会議操作端末のウイルス検出確認作業を
行うこと。

△ 操作手順書を別途
開示する。

但し、別途指定する業者の定期点検時を除く
年間１０回実施すること。

各機器の起動確認を行う。 △

オフサイトセンター（全体、予備）と緊急時
ネットワーク監視センター間の接続を行い、
地上系回線での映像、音声の状態確認を行

△

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

ＴＶ会議操作端末 2式 － － リース
－以下余白－

市町村
ＴＶ会議制御装置A(カメラを含む) 2式 － － リース
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(4)PBX装置

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－４ 月　例　点　検 月１回

点検 各機器ケーブル、コネクタ、線路の外観目視
点検を行う。

△

各部の清掃を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

警報表示ランプが動作している場合、保守コ
ンソールによる警報の動作の確認を行う。

△

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

保守コンソール 1 － － リース
－以下余白－

市町村
ＩＰ－ＰＢＸ装置Ⅱ型 1 － － リース
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(5)電話端末

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－５ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

２端末間の通話確認を行う。（NTT回線を利用
した動作試験は1台/オフサイトセンター×1回

△

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

電話Ⅱ型（ＩＰ電話） 81 － － ﾘｰｽ(事務所含む)
電話Ⅲ型（アナログ電話） 8 － － リース

市町村
電話端末Ⅰ型（音声会議用電話） 9 － － リース

電話Ⅵ型（衛星電話） 8 － － 資産
－以下余白－

ＰＨＳ電話機 10 － － リース
ＰＨＳアンテナ 13 － － リース
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(6)FAX

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

注記

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－６ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

ＦＡＸのカウンター一覧を出力し、出力状況
の確認を行うと共に、その一覧を別途指定す
る場所へＦＡＸ又はメール送信する。

FAXの時刻合せを行う。 △

必要に応じ用紙の補充を行なう。 △ 別途支給する。

通信確認及び出力画質の確認を行う。 △

必要に応じてトナーカートリッジ等の交換を
行う。

△ 別途支給する。

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県市町村

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

－以下余白－

IP-FAX装置 10 － － リース
IP-FAX装置（衛星） 1 － －
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(7)LAN設備

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－７ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各機器及びケーブル、コネクタ、線路の外観
目視点検を行う。

△

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

市町村
レイヤ２スイッチⅠ－４８型 2 － － リース

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

レイヤ２スイッチⅣ型 4 － － リース
ルータⅡ型 1 － － リース

レイヤ２スイッチⅡ型 17 － － リース
レイヤ２スイッチⅢ型 17 － － リース

ファイアウォールⅠ型 1 － － リース
－以下余白－
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(8)パーソナルコンピュータ

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－８ 月　例　点　検 月１回

起動確認を行う。 △

ノートPC内のフォルダについて、年度ごとの
フォルダを作成し、文書を格納しておく整理
作業を行う。（毎月1/6実施）

△

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

必要に応じパッチを当てる。 △ 操作手順書を別途
開示する。

PCTV会議の接続確認を実施すること。（Webカ
メラによる）

△

CDの動作確認を行う。（毎月1/6実施） △

プリンタ接続確認のため、テストプリント出
力を行う。（毎月1/6実施）

△

電子メール送受信確認を行う。（毎月1/12実
施）

△

一般系仮想ディスクトップ上から原子力規制
委員会のホームページにアクセスし、確認を
行う。（毎月任意の1台）

△

市町村
ノートPC 50 － － ﾘｰｽ(事務所含む)

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

移動式大型情報端末 1 － － リース
USBメモリー(８個) 1式 － － リース

ノートPC(Webカメラあり) 8 － － リース
PC-TV会議用ツール 8 － － リース

－以下余白－

 60 



(9)各種情報システム

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－９ 月　例　点　検 月１回

各種機能確認を行う。 △

サンプルを出力し、出力状況の確認を行う。 △

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

時刻合せを行う。 △

市町村
気象情報システム端末 1 － － リース

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

－以下余白－

ＥＲＳＳ端末 2 － － リース
情報表示端末 1 － －
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(10)運用管理システム

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１０ 月　例　点　検 月１回

システムの動作状況の確認を行う。 △

点検 各機器ケーブル、コネクタ、線路の外観目視
点検を行う。

△

各部の清掃を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

市町村
運用管理中継サーバ 1 － － リース

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

運用管理操作卓 1 － － リース
操作卓用椅子 1 － － リース

運用管理システム操作端末Ⅱ型 1 － － リース
温度センサ 2 － － リース

操作端末用ラック 1 － － リース
－以下余白－
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(11)OA機器（コピー、プリンタ等）

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１１ 月　例　点　検 月１回

必要に応じトナーカートリッジ等の交換を行
う。

△ 消耗品は別途支給
する。

必要に応じ紙、ホチキス補充を行う。 △ 消耗品は別途支給
する。

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。 △

対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

サンプルを出力し、出力状況の確認を行う。
*複合機については、カウンター一覧を出力
し、出力状況の確認を行なうと共に、その一
覧表を別途指定する場所へFAX又はﾒｰﾙ送信す
る。

△

用紙の補充を行う。 △ 消耗品は別途支給
する。

市町村
複合機 8 － － リース

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

－以下余白－

カラープリンタ 6 － － リース
広幅複合機 1 － － リース
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(1２)防災対策車

1 (1)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

１－１２ 月　例　点　検 月１回

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

盗難防止装置の動作確認を行う。 △

必要に応じてノーマルタイヤとスタッドレス
タイヤの付替えを行う。また、使用していな
いタイヤの保管を行う。

△

各部の外観目視点検を行う。 △

以下の付属品の点検を行う。
・ｽﾍﾟｱﾀｲﾔ、ｽﾀｯﾄﾞﾚｽﾀｲﾔの空圧確認

△

点検 洗車及び各部の清掃を行う。 △

１時間程度の防災対策車のアイドリングを行
う。毎月、バッテリーの充電状況を確認し、
必要であれば充電等を行う。

△

毎月の走行距離と累積走行距離を記録し、報
告する。

△

車載衛星電話の通話確認を行うこと。 △ 通話確認は、１分
以内程度とする。

法令に基づく自動車点検検査を支援し、その
結果を記録簿に記載する。

△

空圧確認を行い、必要に応じて適正な圧力ま
で補充を行う。

△

車の燃料補充状況の点検を行う。 △

市町村
防災対策車 2 － －

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

盗難防止装置 2 － －
カーナビゲーション 2 － －

スペアタイヤ 2 － －
スタッドレスタイヤ 8 － －

車載衛星電話 2 － －
－以下余白－
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(1３)衛星通信システム

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１３ 月　例　点　検 月１回

点検 各部の清掃を行う。 △

各部の外観目視点検を行う。
△

対象機器の電源入り状態確認を行う。
△

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。
△

オフサイトセンター内の固定型衛星設備
(ExBird)と緊急時ネットワーク監視センター
間で接続試験（TV会議、電話、FAX）を行う。

△

衛星携帯電話の接続試験を月例点検（規制庁
立会）時に実施。

△

市町村
固定型衛星通信システム（ExBird) 1式 － － 資産

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

衛星携帯電話 1式 － － 資産
－以下余白－
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(1４)プレス用カメラシステム

1 (1)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

注記

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の員数確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１４ 月　例　点　検 月１回

各機器の起動確認を行う。 △

オフサイトセンターとプレスルームの接続確
認を行う。

△

点検 各部の清掃を行う。 △

各機器及びケーブル、コネクタ、線路外観目
視点検を行う。

△

但し、別途指定する業者の定期点検時を除く
年間１０回実施すること。

必要に応じて、リモコン用乾電池の交換を行
う。

△ 消耗品は別途支給
する。

広報カメラ操作卓でウイルス検出確認作業を
行うこと。

△ 操作手順書を別途
開示する。

市町村
広報カメラ 4 － － リース

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

インターホン 2 － － リース
－以下余白－

広報カメラ操作卓 1式 － － リース
タイムラプスHDD/DVD録画機 1 － － リース

リース
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(15)一斉招集連絡システム

1 (1)

2 (1)

(2)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 接続確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１５ 月　例　点　検 月１回

点検 ノートPCからの接続確認を行うこと。 △ ノートPC２台で実
施

防災専門官からの依頼に基づき招集者データ
の更新作業を防災専門官に協力して行うこ
と。

△ 年１回実施

市町村
－以下余白－

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △
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(16)緊急事態応急対策等拠点施設各設備員数確認

1 (1)

(2)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

員数確認 取得財産管理台帳、補助リスト（原子力規制
庁が別途提示する）に基づき、対象設備の員
数確認を行う。

△

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１６ 月　例　点　検 月１回

電子化設備配置図と現状の配置との照合確認
を行う。修正の必要がある場合は、修正を実
施し、原子力規制庁に提出する。

△

市町村
緊急事態応急対策等拠点施設各設備 1式 － －

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

－以下余白－
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(17)総合機能確認（オフサイトセンター内試験）

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器単体の点検が終了していることを確
認する。

△

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１７ 月　例　点　検 月１回

・広報カメラ画像
・ノートPC画面

点検 全体会議室大型映像装置への表示試験 △
下記画面及び音声の確認を行う。

対象機器の電源投入確認を行う。 △

・気象情報システム画面
・情報表示端末画面

・TV受信画面
・書画カメラ映像

・ＨＤＤ/ＢＤ/DVD映像・音声
・TV会議自局画面

・広報カメラ画像
・ノートPC画面

ＴＶ会議予備室の中型映像装置への表示試験 △
　下記画面、音声の確認を行う。

・ERSS画面

・書画カメラ映像
・情報表示端末画面

・TV受信画面
・気象情報システム画面

・HDD/BD/DVD映像・音声
・TV会議自局画面

市町村
緊急事態応急対策等拠点施設各設備 1式 － －

復旧・確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

・ERSS画面

－以下余白－
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(18)総合機能確認（対向試験）

1 (1)

(2)

2 (1)

(2)

(3)

(4)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の社内試験が終了していることを確
認する。

△

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１８ 月　例　点　検　（規制庁立会） 年１回

　　　　　　緊急時対応センター）
　　・会議音声・画像

点検 地上回線によるＴＶ会議試験（その１） ○ オフサイトセン
ター全体会議室か
ら送信した映像、
音声、画面の確認

　オフサイトセンター全体会議室から多地点
　（接続先：オフサイトセンターTV会議予備

対象機器の電源投入確認を行う。 △

　　・ＨＤＤ/ＢＤ/ＤＶＤ映像・音声
　　・ＴＶ受信画面

　　・広報カメラ画像
　　・ノートＰＣ画面

地上回線によるＴＶ会議試験（その２） ○ オフサイトセン
ターＴＶ会議予備
室から送信した映
像、音声、画面の
確認

　オフサイトセンターＴＶ会議予備室から多
　対向（接続先：OFC全体会議室、緊急時対応

    ・書画カメラ映像

　　・ＴＶ受信画面

　　・ノートＰＣ画面
　　・ＨＤＤ/ＢＤ/ＤＶＤ映像・音声

　　・広報カメラ画像
　　・書画カメラ映像

　センターへ情報配信し、その状況を確認す

　　　　センター）
　　・会議音声・画像

情報配信試験 ○
　オフサイトセンター全体会議室から緊急時

　・ＦＡＸ画像
  ・書画カメラ映像

　・ＴＶ会議音声・画像
　・電話音声

固定型衛星通信システム（ExBird)による接続 ○
（接続先：緊急時対応センター）

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県市町村

復旧･確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

緊急事態応急対策等拠点施設各設備 1式 － －
－以下余白－
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(19)総合機能確認（データ伝送試験）

1 (1)

2 (1)

3 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

準備 対象機器の電源入り状態確認を行う。 △

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－１９ 月　例　点　検　（規制庁立会） 年１回

点検 ＥＲＳＳデータ伝送試験
　①地上回線を使用して伝送試験を行う。

○

市町村
緊急事態応急対策等拠点施設各設備 1式 － －

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

復旧･確認 作業開始前の状態に復旧する。 △

－以下余白－
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(20)緊急事態応急対策等拠点施設各設備員数確認

1 (1)

(2)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

員数確認 取得財産管理台帳、補助リスト（原子力規制
庁が別途提示する）に基づき、対象設備の員
数確認を行う。

○

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

１－２０ 月　例　点　検　（規制庁立会） 年１回

電子化設備配置図と現状の配置との照合確認
を行う。修正の必要がある場合は、修正を実
施し、原子力規制庁に提出する。

○

市町村
緊急事態応急対策等拠点施設各設備 1式 － －

NO 対　象　機　器
員　数

備　考
OFC 道府県

－以下余白－
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(1)不具合手続対応等

1 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

2 (1)

(2)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

不具合対応 防災専門官等からの要請による不具合の状況
調査を行う。

△

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

２－１ 不 具 合 手 続 対 応 等 随時

※修理が必要な場合は、別契約で実施するも
のとする。

上記処置結果の報告を行う。 △

修理後の機能復旧確認 △

不具合状況の調査結果を整理し、報告する。 △

修理不要で、機器の再起動、再調整により復
旧する場合には、それらの処置をする。

△

NO 対　象　機　器 員　数 備　考

緊急時応急対策等拠点施設各設備 1式

機器の調整 原子力規制庁(担当者)、防災専門官等からの
要請による機器の点検、設定変更、調整を行
う。

△

上記結果についての報告を行う。 △

－以下余白－
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(1)調査・立会

1 (1)

(2)

(3)

(4)

2 (1)

設備構成機器リスト

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

項　目 点　検　内　容
検査
区分

備　考

計画停電に
伴う設備停
止及び起動

防災専門官からの指示によりオフサイトセン
ターの計画停電実施日を把握する。

△

防災専門官と調整し、計画停電実施日前に、
電源遮断が必要な設備について、取り扱い説
明書に基づき電源を切断する。

△

点　検　番　号 点　検　名　称 回数

３－１ 調 査 ・ 立 会 随時

一斉招集シ
ステムの
データベー
ス更新

防災専門官からの依頼に基づき招集者データ
の更新作業を防災専門官に協力しておこなう
こと。

△ 年１回実施

※計画停電対応は年１回とする。

計画停電終了後、前項で電源遮断した設備の
電源投入を実施する。

△

設備の異状表示等がないことを確認する。 △

緊急時応急対策等拠点施設各設備 1式
－以下余白－

NO 対　象　機　器 員　数 備　考
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ＯＡ機器

設備名 消耗品名 予備品数量

カラープリンタ トナーカートリッジ 各色１個

広幅複写機 トナーカートリッジ 各色１個

その他

設備名 消耗品名・仕様 予備品数量

電池 リモコン等の電池類 各型１０本

消耗品リスト（茨城）

添付資料-２
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添付資料－３ 
 

施設外物品持出し手続について 
 
 
１．適用範囲 

オフサイトセンターに整備されている各設備機器のうち、防災対策車を除く全設備とし、

点検、修理等で施設外に持出す場合に適用する。ただし、防災対策車についても規制事務

所職員以外の者が持出す場合は適用対象とする。 
 
２．物品持出確認手続 

設備の持出しを行う場合は、添付の様式１「物品預り書」を原子力防災専門官に提出し

（写しを原子力規制庁にも提出する）承認を得た後、オフサイトセンター機能維持のため、

必要に応じて代替品を持ち込み、修理物品等を施設外に搬出すること。 
 
３．修理済物品返却手続 

持出物品の修理が完了し、物品の返却を行う場合は、添付の様式２「返却届」を原子力

防災専門官に提出し（写しを原子力規制庁にも提出する）物品の返却を行う。返却された

物品については、原子力防災専門官等による機種・数量の確認を受ける。なお、代替品の

持ち込みがあった場合は、原子力防災専門官等による確認の後搬出する。 
 

 
４．添付 

様式１ 物品預り書 
様式２ 返却届 
別図  物品持出確認手続フロー 

 
 

以上 
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様式１ 
 

 

物品預り書 

 
            殿 
 

                       企業名          
 

            印 
 
 

下記のとおり点検、修理のため物品をお預りいたします。 
 

記 
 

 

物品名称  

数量（単位）  

管理番号又は機器番号  

持出日時  

保管先名称及び場所  

代替品機種  

代替品数量  

修理済物品持込予定日時  

 
以上 

受 理 
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様式２ 
 

返却届 

 
            殿 
 

企業名            
 

            印 
 
 

点検、修理等を完了しましたので、下記物品を返却いたします。 
 

記 
 

 

物品名称  

数量（単位）  

管理番号及び機器番号  

持込日時  

点検、修理内容  

 
以上 

受 理 
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物
品
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ロ
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保
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業
者
（
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は
修
理
業
者
）

 
原

子
力
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庁

 
原
子
力
防
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専
門
官

 

 不
具
合
物
品
確
認

 
    指
示
事
項
確
認

 
・
修
理
手
配

 
・
代
替
品
手
配

 
  物
品
持
出
し

 
・
物
品
預
り
書

 
・
代
替
品
持
込

 
   点

検
、
修
理
済
物
品
返
却

 
 

 
 
・
返
却
届

 
 

 
 
・
点
検
、
修
理
済
物
品
搬
入

 
 

 
 
・
代
替
品
搬
出

 
  

  
 

 
 
 
内

容
確

認
 

  
 

 
 

  
修

理
指

示
 

      
物

品
預

り
書

（
写
し
）

 
     

返
却

届
（
写
し

）
 

   

             
物
品
預
り
書
（

正
）

 
     

返
却

届
（
正
）

 
   

                       

 

別図 

報
告
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添付資料－４ 

各設備補助リスト 

 

１ 目的 

本リストは「平成２９～３３年度茨城県原子力オフサイトセンターの通信

設備等維持管理業務」契約に基づき、当該契約の請負会社が、月例点検時に

使用するためのリストである。 

 

２ 細部設備等リスト 

連番 設備品名 員数 

１ 大型表示装置（100 型プロジェクター） 2 

２ 中型表示装置（６５型） 1 

３ 情報共有表示装置（42型） 6 

４ 広報班モニタ（42 型） 1 

５ 館内放送操作卓 1 式 

６ スピーカ（映像音響用） 4 式 

７ 天井スピーカ／壁掛スピーカ（館内放送用） 1 式 

８ 映像入力分配部 1 式 

９ 音声入力分配部 1 式 

10 卓上マイク 30 

11 ワイヤレスマイク 3 

12 ピンマイク 1 

13 書画カメラ 1 

14 U/B 増幅器（ブースター） 1 

15 ＴＶ会議操作卓(全体会議) 1 式 

16 ＴＶ会議操作卓(ＴＶ会議予備室) 1 式 

17 映像音響制御サーバ 1 

18 映像音響操作端末 2 

19 HDD/BD/DVD 録画再生機 9 

20 LED デジタル時計 1 

21 情報配信装置 1 

22 IP エンコーダ 1 

23 映像操作端末 1 

24 ＩＰ－ＰＢＸ装置Ⅱ型 1 

25 保守コンソール 1 

26 ＴＶ会議制御装置Ａ（カメラを含む） ２式 
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連番 設備品名 員数 

27 ＴＶ会議操作端末 ２ 

28 電話端末Ⅰ型（音声会議用電話） 9 

29 電話Ⅱ型（ＩＰ電話） 81 

30 電話Ⅲ型（アナログ電話） 8 

31 ＰＨＳ電話機 10 

32 ＰＨＳアンテナ 13 

33 電話Ⅵ型（衛星電話） 8 

34 IP-FAX 装置 10 

35 IP-FAX 装置（衛星） 1 

36 レイヤ２スイッチⅠ－４８型 2 

37 レイヤ２スイッチⅡ型 17 

38 レイヤ２スイッチⅢ型 17 

39 レイヤ２スイッチⅣ型 4 

40 ファイヤーウォールⅠ型 1 

41 ルータⅡ型 1 

42 ノート PC 50 

43 ノート PC(Web カメラあり) 8 

44 PC-TV 会議用ツール 8 

45 移動式大型情報端末 1 

46 USB メモリー 8 

47 気象情報システム端末 1 

48 ＥＲＳＳ端末 2 

49 情報表示端末 1 

50 運用管理中継サーバ 1 

51 運用管理システム操作端末Ⅱ型 1 

52 温度センサ 2 

53 運用管理操作卓 1 

54 操作卓用椅子 1 

55 操作端末用ラック 1 

56 複合機 8 

57 カラープリンタ 6 

58 広幅複合機 1 

59 防災対策車 2 

60 スペアタイヤ 2 

61 スタッドレスタイヤ 8 
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連番 設備品名 員数 

62 盗難防止装置 2 

63 カーナビゲーション 2 

64 車載衛星電話 2 

65 衛星携帯電話 1 式 

66 固定型衛星通信システム（ExBird） 1 式 

67 広報カメラ 4 

68 広報カメラ操作卓 1 式 

69 タイムラプス HDD/DVD 録画機 1 

70 インターホン 2 
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添付資料－５ 
 

地震発生時のオフサイトセンターの点検確認要領 
 

１．作成目的 
オフサイトセンターの所在地域及び周辺地域において、「震度５弱以上（気象庁発表）」の

地震が発生した場合に、各オフサイトセンター通信設備等の維持管理業務の請負業者による

オフサイトセンターの設備点検実施の有無の判断を容易にする。 
 
２．設備点検実施の判断 

震度５弱以上の地震発生時のオフサイトセンター設備点検の判断要領 
① 地震が発生した時、直ちにテレビ等で担当地区が大きな地震発生場所であるか確認する。 
② オフサイトセンターから半径２０㎞以内の地域を基準とする仕様書５．２（２）ア項で

震度５弱以上の地域があるか確認する。震度５弱以上の地域があった場合は、次の対応を

実施する。 
③ 仕様書５．２（２）イ項で震度５弱以上の地域があるか確認する。 
④ 上記に該当する場合は、３項の点検を実施する場合に進む。該当しない場合は設備点検

を実施しない。 
 

【確認方法の例】 
 イ.  仕様書５．２（２）ア項で下記地域の震度を確認する。 

⇒「茨城県北部、茨城県南部」の震度が５弱以上の場合は、以下の対応を実施する。 
 ロ.  上記地域で震度が５弱以上の地域の仕様書５．２（２）イ項の下記詳細地域の気象庁発

表震度を待ち確認する。 
⇒「ひたちなか市､那珂市､水戸市､那珂郡、東茨城郡、常陸太田市、日立市、鉾田市」の

震度を確認する。 
ハ.  最後に東茨城郡、那珂郡が震度５弱以上の時は、仕様書５．２（２）イ項の｢( )｣内の

下記詳細(細部)地域の震度を確認する。 
⇒ （大洗町、茨城町、東海村)の｢( )｣内の詳細(細部)地域の震度を確認する。 

     但し、気象庁より東茨城郡、那珂郡の上記詳細(細部)地域の震度の発表が無かった場合

は、「東茨城郡、那珂郡」の震度を採用する。 
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３．点検を実施する場合 
２項③に該当する場合は、該当地区オフサイトセンターの原子力規制事務所、原子力防

災専門官に確認し、指示により点検を行うこと。 
当該原子力防災専門官に連絡がつかない場合は、規制庁担当者に確認し、指示により点

検を行うこと。 
ただし、地震発生から３０分以上原子力防災専門官又は規制庁担当者に連絡がとれない

場合は、指示を待たずに点検を行うこと。 
以上 
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別紙第６

原子力災害対策時の維持管理会社参集者の助勢技術レベル

オフサイトセンター機能班の活動の助勢者の習熟レベルを以下に示す。

本項目は月例点検時に規制庁が必要人員を満たしているか確認を行うための基準であるが、レベルを維持できるよう習熟に努めるものとする。

なお、各項目とも記載内容全ての項目が問題なく実行されたことを確認して、そのレベルに達していると認定する

レベルⅠ レベルⅡ レベルⅢ

0 設備全般 －
以下のNｏ．1～№7までのシステムのレベルⅡ以上
の操作のすべての項目が実施できること。（作業責
任者はレベルⅡ以上を期待する。）

同左
レベルⅡ以上：
　　　　　　３人以上

ＴＶ会議システム(全体及び予備(可搬タイプを含
む))の起動・停止操作が実施できる。

同左 同左

TV会議接続場所の選定及び接続操作が画面
及び音声調整を含めて実施できる。

同左 同左

TV会議の会議室用カメラ操作で、プリセット位
置登録が実施できる。

同左 同左

－
TV会議室への途中からの退室・追加参加操作
が実施できる。

同左

－
TV会議画面のレイアウト変更操作（会議の分
割、位置の移動)が実施できる。

同左

－
TV会議の録画及び録画映像の送信操作が実
施できる。(注：送信操作はHDDから直接送信で
きない)

同左

－ －
一部参加者の映像送信停止及び音声停止操作
が実施できる。

－ －
書画カメラ装置を操作し、映像を情報配信でき
る。

－ －
共有画面操作及び画像の選択配信操作におい
て映像切替及び送信操作が実施できる。

－ －
専用系ＰＣからＴＶ会議システムに情報配信操
作が実施できる。

－ －
固定型衛星通信システムを経由したTV会議シ
ステムの接続操作が実施できる。

ＴＶ会議システム(全体･予備(可搬タイプを含む))
の停止操作が実施できる。

同左 同左

広報カメラシステムの起動操作が実施できる。 同左 同左

広報カメラを操作し、視点を移動できる。 同左 同左

－
プレスルームへの映像配信を行い、４画面で表
示できる。

同左

－
プレスルームへの映像配信を行い、１画面で表
示できる。

同左

広報カメラシステムの停止操作が実施できる。 同左 同左

気象情報システムの起動操作が実施できる。 同左 同左

 第一から第二データセンター又はその逆へと送
信元の切り替え操作が実施できる。

同左 同左

－ 各種気象画面を表示させることができる。 同左

－ － 気象予報画面の登録及び印刷を実施できる。

気象情報システムの停止操作を実施できる。 同左 同左

ノートPCの起動操作が実施できる。 同左 同左

専用系画面から一般系仮想デスクトップを起動
することができる。

同左 同左

－
ワード又はエクセル等で資料作成し、印刷でき
る。

同左

－ 作成文章をメールにて送受信することができる。 同左

－ －
複合機でスキャンして、作成文書をＰＤＦ等の電
子データにすることができる。

－ －
複合機で電子化した文書をＰＣへ保存すること
ができる。

ノートPCの停止操作が実施できる。 同左 同左

 Ⅰ､Ⅱ､Ⅲ型電話機から公衆回線・専用線を使
用した電話のかけ方について承知している(口
頭確認)

同左 同左

－
 Ⅰ型電話機の音量調整、ﾐｭｰﾄ操作及び短縮･ﾘ
ﾀﾞｲﾔﾙ操作が実施できる。

同左

－
Ⅰ型、Ⅱ型電話機を使用した招集型電話会議
の操作(８者会議等)が実施できる。

同左

－
Ⅰ型、Ⅱ型電話機を使用した参加型電話会議
の操作が実施できる。

同左

－
登録専用系及び公衆回線系回線によるFAXの
送信が実施できる。

同左

固定型衛星回線を使用した電話及びFAXの操
作が実施できる。

同左 同左

ＰＣＴＶ会議システムの起動ができる。 同左 同左

会議室（４又は８者会議）を選択し、ＰＣＴＶ会議
の接続ができる。

同左 同左

ＰＣＴＶ会議を終了することができる。 同左 同左

携帯衛星電話の設置及び起動ができる。 同左 同左

－ 携帯衛星電話をかけることができる。 同左

衛星携帯電話の終了及び撤去ができる。 同左 同左

NO 項目
要求レベル

各レベルの必要人員

1
TV会議システ
ム(映像装置)

レベルⅠ以上：
　　　　　　８人以上
レベルⅢ：４人以上

2
広報カメラシス
テム

レベルⅢ：２人以上

3
気象情報シス
テム

レベルⅠ以上：
　　　　　　４人以上
レベルⅢ：２名以上

4 ノートPC
レベルⅠ以上：
　　　　　　８人以上
レベルⅢ：４名以上

5 電話・ＦＡＸ設備
レベルⅠ以上：
　　　　　　４人以上
レベルⅡ：２名以上

6
ＰＣを使用した
ＴＶ会議操作

レベルⅠ：４人以上

7 携帯衛星電話
レベルⅠ以上：
　　　　　　５人以上
レベルⅡ：３名以上
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